
新型インフルエンザ専門家会議委員の

見直し意見を反映させた場合の

行動計画のイメージ (案 )

【見え消し版】

※注 行動計画の見直しは、最終的には閣僚級会合において決定するもので
あり、専門家会議の意見の全てが反映されるものではない。
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具体的な対策の現場となる地方自治体においては、行動計画等を参考に、地域

の実情に応じた計画を策定することが求められる。また、事業者、個人におい

ても、新型インフルエンザ発生時に適切に対応するため、行動計画等を踏まえ、

事前の準備を進めることが望まれる。

新型インフルエンザは、毎年流行を繰り返す通常のインフルエンザとは異な

り、|ま とんどの人がウイルスに対する免疫を持つていないため、急速かつ大規

新型インフルエンザの発生を阻止することは不可能であり、発生時期を正確

に予矢目することも困難である。また、発生した場合には、交通手段の発達した

I見代では、非常に悔期FBRで世界的大流行となる可能1生が高いことを踏まえると
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〇インフルエンザ

インフルエンザウイルスを病原体とする人の感染症で、主に発熱、咳、全

身倦怠感・筋肉痛などの症状を引き起こす。これらの症状は非特異的なもの

であり、他の呼吸器感染症等と見分けることが難しい。また、軽症の場合も

あれば、重症化して肺炎、脳炎等を引き起こす場合もあり、その臨床像は多

様であるし

インフルエンザウイルスに感染してからfiE状が出るまでの期間 (潜伏期間)

は、通常のインフルエンザであれば 1～ 5日 である。インフルエンザウイル

スに感染しても症状を引き起こさず、インフルエンザという感染症を発症じ

ないこともある (不顕性感染)し

インフルエンザウイルスの主な感染経路は、飛沫感染と接触感染であり、

潜伏期間中や不顕性感染で、感染した人に症状がなくても、他の人への感染

はあり得る。

○新型インフルエンザ

イルスを病原体とするインフルエンザをいう。毎年流行を繰り返す通常のイ

ンフルエンザとは異なり、ほとんどの人が新型インフルエンザのウイルスに

対する象疫を持っていないため、ウイノレスが人から人、効率よく感染し、急

速かつ大規模なまん延を]lき起こし、世界的本流行 (バンデミツク)となる
おそれがある。

本行動計霞にお|する噺型インフルエンゾJlよ、「感染症のT伸及び感染
痙の患者に対する医療|「関する法律1(平成 10年 ,ム律第 114号)似下 i感
染症,ム Jと いう。)1■基づく新型インフルエンザ等感染症1を 1旨すものとし、

かつて世界的規模で流
`iし

たインフルエンブであつてその後流行すること

なく長期間が経過したものが再興した 1再興型インフルエンブJを含むt
のとする。

1感
染症法において、新型インフルエンザ及び再興型インフルエンザは新型インフルエ

ンザ等感染症とされている
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Q鳥イン7ルエンブ (軍 5Nl)
鳥に対して感染鷺を示す景ONl工禦のインフルエンザウイルスを病鷹体

とする人の感染症子で,近年東南アジアを申心にアジア、申東、アフリカで症

拠が幸l豊され■し、登工29∞ 年11月γ2019年 19月 発癖煮撃 097名、兄‡
塾 ■02名 )。輩時点で|よ鳥から人全の感染や人から人介の感染1ま、濃厚に

巌触した盪食1■限二れているが二鳥インフルエンザ (HOヽ1)のウイルスが
ム盆五人全効圭基_く鷺恐する熊力を獲得し、]象い病鷹性を示す新型インフル

ニ之サウエルふL変里し上場合111よ 、̂鶴ムな鷺康被害と深刻鷹社会 l経済活
動への影艶 もたら立ことが懸念されていん,

0イ ンフルエンザ (HlNl)2009
2009 Lm 21年 )4■にメ1圭ツコ【発基じ確1認され世界的人流行とな
つたHINl重型ΩインフルエンJをいうq

2感染症法において、鳥インフエンす (H5Nl)は 二類感染症とされている

〃ノ 左慶

皿_背景

新型インフルエンザは、

およそ

10年から40年の周期で発生している。

催暴裸暮碁暮枠辱伴与機黎眸影響碁与碁与■尋暮が懸余寺轟尋いみ守20世紀

では、1918年 (大正 7年 )に発生したスペインインフルエンザの大流行が最
大で、世界中で約 4千万人が死亡したと推定されており、我が国でも約 39万

人が死亡したとされている。また、1957年 (昭和 32年 )にはアジアインフル

エンザ、1968年 (昭和 43年 )には香港インフルエンザがそれぞれ発生美嘉待

しており、医療提供機能の低下をはじめ、社会機能や経済活動における様々な

混乱が記録されている。

近年、東南アジアなどを中心に鳥の間で高病原性の鳥インフルエンザ (H5Nl)

が流行しており、このインフルエンザウイルスが人に感染し、死亡する例も報

告されている。

このような鳥インフルエン

ザ (‖,Nl)の ウイルスが変異することによりt人から人へ効率よく感染する

能力を獲得して強い病原性を示す新型インフルiンザが発生することが懸念
されている            。

このため、我が国では、2005年 (平成 17年 )12月 、新型インフルエンザ

対策を迅速かつ確実に講じるため、「WHO Globallnluenza Preparedness Plan

(世界保健機関響其0世界インフルエンザ事前対策計画)e」 に準じて、「新型
インフルエンザ対策行動計画」を策定した。

その後、科学的知見の蓄積を踏まえ、数次にわたり部分的な改定を行つてき

た。著畢¥澤実摩みがす2008年 (平成 20年 )4月 、第 169回 国会において、「感
染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律及び検疫法の一部を

改正する法律 (平成 20年法律第 30号 )」 が成立し、基際井築与暮新型インフ

32009年
に2005年の文書に替わるものとして「A WHO Gttdance Document Pandemic

lnluenza Preparedness and RespOnse(WHOガ イダンス文書 :バ ンデミックインフル
エンザ事前対策及び対応)Jが発行されている
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墜_流行規模及び被害の想定

新型インフルエンザの流行規模は、病原体側の要因 (出現した新型インフル

エンザウイルスの病原性や感染力等)や宿主側の要因 (人の免疫の状態、社会
環境等)な ど多くの要素等に左右されるものであり、様々な場含が想定される

が、暮時慕碁その轟得繰模喜完会毎手糾率る碁寺基難寺■事〒本行動計画では

ヽ

轟纂尋一つの例として以下の推計を基慕碁嘉寿健纂挨暮暑用墜
―

た。

罹患率については、全人口の 25%が新型インフルエンザに罹患すると想定
した。。さらに、米国疾病予防管理センター (Centers for Dに ease Control and

Prevenlo時 尋ギト馴罐幹α墓を基峯咤島)により示された推計モデル餞暑響狭燿→

を用いて、医療機関を受診する患者数は、約

1,300万 人～約 2,500万人 (中間値約 1,700万人)になると推計した。

入院者数及び死亡者数については、この推計の上限値である約 2,500万 人を

基に、過去に世界で流行したインフルエンザのデータを使用し、アジアインフ

ルエンザ等を中等度 (致死率 053%)、 スペインインフルエンザを重度 (致死

率 20%)と して、新型インフルエンザの病原性が中等度の場合と重度の場合
の数の上限を推計した。

中等度の場合では、入院患者数の上限は約 53万人、死亡者数の上限は約 17

万人となり、重度の場合では、入院患者数の上限は約 200万人、死亡者数の上

限は約 64万人となつた。なお、これらの推計においては、新型インフルエン

ザワクチンや抗インフルエンザウイルス薬等による介入の影響 (効果 )、 現在

の我が国の衛生状況等については考慮されていないことに留意する必要があ

る。

一また、全人口の 25%が罹患し、流行が各地域で約 8週間続くという仮定
の下での入院患者の発生分布の試算を行つたところ、中等度の場合、1日 当た

笙i量ユニ理 ツパインフルエンザ会議の勧告に基づく
FltlAid 2 0 著聟野Melt2erム  (2000年  `平

"Ll,生
),
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りの最大入院患者数は
'10万
4千人 (流行発生から5週目)と 推計され、重度

の場合、1日 当たりの最大入院患者数は増加すると推計された。

一社会。経済的な影響としては、流行のピークが異なることから地域差や業

態による差があるものの、全国的に、従業員本人の罹患や家族の罹患等により、

従業員の最大 40%程度が欠勤することが想定されるとともに、不要不暮の一

皿Q事業の休上、物資の不足、物流の停滞等が予想され、経済活動が大幅に縮
小する可能性がある。また、国民年活においては、学校、す保育施設等の臨時

休業、集会のキ墓〒井豊の自粛等社会活動が縮小するほか、食料品・生活必需

品等半墓報露輩酬瀑姿が不足するおそれもあり、あらゆる場面で様々な影響が出

ることが予想される。

1              奎 産 ユ
iどり基lil
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「 対策ア)2F'六 //′ /

新型インフ

ルエンザウイルスの病原性・感染力等が高い場合には、健康被害は甚大とな生

畢〒また、保健・医療の分艶だけでなく社会全体に影響が及び、社会・経済重

動の縮小・停滞の攘纏が危1具 される。

このような新型インフルエンザ1二よう影

響をできるだ11騒減するため、我が国としては、新型インフルエンザ対策を国

家の危機管理に関わる重要な課題と位置付け、次の 2点 を主たる目的として対

策を講じていく。

1 感染拡大を可能な限り抑制し、健康被害を最小限にとどめる。
2 社会 ・経済活動ヘ ′卜38に とどめ

新型インフルエンザが発生する前の段階では暮事暮発基寺尋■与■扶繰尋

あ畢、対策についても不確定要素が大きい。過去のインフルエンザのパンデミ

ックの経験等を踏まえると、一つの対策に偏重して準備を行うことは、大きな

リスクを背負うことになりかねない。そこで、我が国においては、鍵来の科学

的知見に基づき、根拠暴ぞ各畢の丼薬尋親響■異慕幕が与守我が国の地理的な

条{牛、大者椰市への人口集中や交通機関の発達度等の社会状況条副辮騨織鍵婆 、

医療体制、受診行動の特4敦等の国民性も考慮しつつ、各国の対策も視野に入れ



「 霧 のコン●ケ′′

ながら、各種対策を総合的・効果的に組み合わせてバランスのとれた戦略を目

指すこととする。

総食的な惑略とするため、具体的に1よ以下を墨本方針とする。

> 国だ1■でなく地方自治体、筆業者、1口人それぞれが新型インフルエンジ
に備えた必要土分な準備を実施することにより、対策の重層

`じ

を図るこ

ととする。【封策推進のための役豊1分 18】

> 複数の分野の対象を組桑全わ世【案施することで、対策の象函1ヒを図る9
工丘動量亘0■露ユ項目1_

①実施体制
②ユIベイランス1情報1又集
③コミュニケIシヨン
④感染拡本抑詢l
⑤医療
⑥7クテン
⑦社会 1経済機能の維持

> 新型インフルエンザの発生前から、行動計画の策定や、実施体制構築、
人材育成、副1練、普及啓発等の議前準備を周到11行い、発生時に!よ、T
連の流れをもって各段階の状滉1■応じた適,な対策を議じることとし、

対策0時間的連続性を確立する。(発生段階)

主たる目的を達成するための戦略は以下のとおりである。

> 1主たる目的 1卜 感染拡大を可能な限り抑制し:健康被害を最小lllに とど

める。

・感染拡大を抑えて、流行のビニクをなるべく後ろにずらし、医療提

供体制の整備やワクチン製造のための時間を確保する。
,流行のピーク時の規模をなるべく小さくし、入院患者や重症患者の

数をなるべく少なくして医療体制への負荷を軽減するとともに、医

れるようにする。
,摘切な医療の提供により、重症者を減らす。

:社会・経済活動への影響を最小限にとどめる。

-10‐
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l地域での感染拡大lr9却1策 l― より、欠動者の数を減らす。

1事業継続計画の実施等1,よ り、国民の生活を維持するために必要な

社会・経済機能の維持に努める。
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なお、新型インフルエンザの発生の時期や形態についての予測は常に変わり

得与ること、新型インフルエンザ対策については随時最新の科学的与知見を取

り入れ見直す必要があること等から、行動計画等については、定期的任、また、

適時適切に修正を行うこととする。
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新型インフルエンザ1本社会全体|二影響を及ぼす :ヽのであり、その対策11おぃ

ては、        国だ|すでなくttL方自治体、医療機関、事業者、個人も
重要な役害1を担つている。

新型インフルエンザ発生前は、昌専〒行動計画等を踏まえ築幕与、出先

機関を含め、新製手■畢井尋■挙0発峯許醸等幕寿事義製率■与井墓■事
‐7●自′ ′ヽ¬‖〒 .ヽ41~頭十 Z HH滋 公産‖曇△毒 :⌒■九玄n2,た掲ド 詩麻
一体となった準備黎経を総合的に推進する。

事轟甲各省庁におい(では、術暑溜褻豪謎銘輿等黎卦目互に連携を図りつ
つ、新型インフルエンザが発生した場合の所管行政分野における発生段階

に応じた具体的な対策幕をあらかじめ決定しておく。

新梨インフルエンザのが発生時に与暮場会は、対策全体の基本●・3な方針

塗 L_
井晏■撃丼築森部■善譲基与警政府一体となって〒基対策を強力に推鷺詳

≠立菫菫簿るとともに、翻 での対策f夢∪窯主体となる地方自治1/1ギ案基

と緊密な連驚を図る,各暮年■幕

新型インフルエンザの発生前は、都遵幕録■尋■■幕‐行動計画等を踏
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まえ、医療の確保,l■民の生活支援等の自らが実施主体となる対策に関し、

それぞれの地域の実情に応じた計画を作成するなど新型インフルエンザの

発生に備えた準備を推進する暮案。

碁碁与毎〒新型インフルエンザの発生時には、国|=‐お|ける1対策1全体|の基

本1的‐な1芳1斜を経ま|えう|つ、|1通‐域|め1状沈i「 1痣tlそ|キ1断 |を 1行|■襄暮本調碑鴨割碍
催与、対策を強力に推進する。

【都道府県】

都道府県は、感染症法に基づく措置の実施主体として、感染症対策の中

心的な役割を担つており、地域医療体制の確保や感染拡大の抑制に関し主

体的な判断と対応が求められる。また、市区町村と緊密な連携を図り、市

区町村における対策実施を支援するとともに、広域での対応が必要な場合

には市区町村間の調整を行う。

【市区町村】

市区町村
―

は、住民に最も近い行政単位であり■礎酵

“

彩副需毎応

等暮詳聾喜件廃募る碁碁与降、地域住民に対するワクチンの接種や、住民

の生活支援、           社会的弱者への支援に関し主体的に対

策を実施することが求められる。対策の実施に当たっては、都道府県や近

浙型インフルエンブ11よ る健康被雷を最ィ1)限11と どめる観点から、医療
機関は、新型インフルエンザの発生前から、地域医療体制の確保のため、

新型インフルエンザ患煮を診療するための院内感染対策や必要となる医療
資器材の確保等の準備を推進することが求められる。また、発生時におい

ても医療提供を確保鮮 するため、新型インフルエンザ のヽ診療体制を含

めた、診療継統計画の策定を進めることが薫要である。

新型インフルエンザの発生晴1二 |ま,                診
療継続計画に基づき善奥得寺、発生状況に応じて、新型インフルエンザに

対する診療体市1を強化し、医療を提供するよう努める。

4111等会機崇率綿勢粋響馴諄事事1業者

新型インフルエンザの発生前は、すべての事業者において、発生時に備

えて、職場における感染予防や事業の継続のための準備を行うことが求め

られる。暴需郵鶏婆峯線尋一墓異提供暮当響編議浮製唯一脹第糧粘纂

については、新型イン

フルエンザの発生時においても最低限の国民生活を維持する観点から、そ

れぞれの社会的使命を果たすことができるよう、事業継続計画の策定拳縫



業長‐●感染跡墓集0奥経などの準備を積極的に行うことが重要である。
新型インフルエンザの発生時に1よ、すがての事業者|よ、職場にお1する盛

染予防策を実施し、景業継綸|■不可欠な重要業議会の重点ltを■うよう努
め、社会機能の維持に関わる事業者は、事業継続計画を実行し、その活動

葬継締するよ う事める ^

″琳

新型インフルエンザの発生前は、国眠幕■日半幾寿碁給幕基半る基幕半

新型インフルiンザやその対策等に関する情報―
纂織を得て、発生時にとるべき行動を理解し、通常のインフルエンザにお

堅 _■.■沈い 1咳エテケット等の個人レベルでの感染予防策を実践する
よう昴める

“
_また、発生壺1■備えて、食料品・生活必需品等の備蓄を資う

二とぬ量ましい。
新型インフルエンザの発生時には、拳発生の状況や実施されている対策

笠量2立≧ての情報を得て、丼碁暮嘉与暮感染拡大を抑えるための個人レ谷

′L【2並策を実施するよう努める9
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本行動計画は二2201_上五旦地亘■.感染拡大を可能な限り抑制し、健康
被害を最小限にとどめる」「2 社会 ,経済活動への影響を最小限にとどめる」
盗達越立登上の2塾墜を実理立益墨塾並な対策について

、「Ω実施体制碁特報畢集」、「②

サーベイランス・情報収集」、「0コ ミュニケーシヨンJ、 Ю感染拡大抑制手

勝ず■牌瞬郵携墓」、「Ω医療」、「⑥ワクチン」、         「Ω社会・

経済機能の維持」の 76・項目会野に分けて立案している。各項目会尋に含まれ

る内容を以下に示す。

① 実施体制暮幕報収纂

新型インフルエンザは、そのウイルスの病原性・感染力等が高い場合、多数

の国民の生命・健康に甚大な被害を及ぼすほか、会喜勢与社会・経済活動の縮

小・停滞を招くことが危4具畢悪されており、国家の危機管理の問題として取り

組む必要がある。このため、                   公衆衛生

部門と危機管理部門墓雀襲群灌擦鶉門が中心となり、金ての部P5が協力する政府

一体一義となつた取組が求められる。

新型インフルエンザの発生前においては、「新型インフルエンザ及び鳥イン

フルエンザに関する関係省庁対策会議」 (以下「関係省庁対策会議」という。)

の枠組みを通じ、事前準備の進捗を確認し、関係省庁における認識の共有を図

るとともに関係省庁間の連携を確保しながら〒政府一体となつた取組を推進す

る。

各省庁は、各大臣等を本部長とする対策本部等を設置し、相互に連携を図り

つつ、行動計画等を実施するために必要な措置を講ずる。また、中央省庁業務

継続計画を作成し、新型インフルエンザの発生時においても各省庁の重要業務
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を継続する体制を整える。特にヽ厚生労働省においては、平時より、厚生労lal
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人理を本駆長鱗 る新型インフルエンザ対策推進本童[を申1いとして、新型イン

フ」ンエンブ喜鍛葬疑わ意鷺秘簿 え,2、 対策
～
瞬 を図る。

まム 発生血より

地方申治

体との連携を強化し、発生時に備えた準備を進める。査らl―、幕森守国際機関

や諸外国との情報交換や共同研究などを通じ、国際的な特報収集暮連携の強化

を図る。

新型インフルエンザのが発生時に与暮場会は、政府I体となった対策を強力
に推進まるため、速やかに内閣総理大臣及び全ての国務大臣からなる「新型イ

ンフルエンザ対策本部」(以下 [政府対策本部Jと いう。)を設置する。また、

菫虚対象本m及び蚤雀i対策本部が、医療:l公衆衛生の専瀾的 l案務的見地か
曇 を腱K‐ためヽ噺 禦イ 1́7ルエンブ専門家諮Fn5委員会J(以下 1諮問委

員会1_と いう。)を設置する。本諮問委員会|よ、機勲性を確保するため、少人

数の委彙1二より構成されるものとし、委員11つい
‐
CIよ、平時より設置されてい

る厚焦労働雀新型インフルエンブ専門家会議の委員より選定するよ

さらに、地方自治体や国際社会との緊蜜な連携の下l_与3a守襲幕毒俸碁幕
→轟対策を強力に推進する。

(具体的な初動対処は、別添「新型インフルエンザ発生時等における初動対処

要領」参照 )

ル マんな′)表バカ′/
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政府の実摘依 盤lβ潤路講
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10■サ■|^イラ|ンス●情報収集

新型インフルエンザ対策を適時適切に実施するためには、サーベイランスに

より、いずれの段階においても、新型インフルエンザに関する様々な情報を、

国内外から系統的に収集 :分析し判断につなげること、また、サーベイランス

の結果を関係者に迅速かつ定期的に還元することにより、効果的な対策に結び

つけることが重要である。なお、情報を公表する際には、個人情報保護に十分

留意することとする。

未発生期の段階においては、海外での新型インフルエンザの発生をいち早く

察知すること、海外発生期の段階においては、海外での発生状況、ウイルスの

″ 力■薇ミ′を墓し大方
'十

特徴等11ついて速やか1■情報をlX集 1分析して必要な対策を実施するととも1二、

国内での発生をいち早く繋知すること、そして、国内発生早期以降1よ、各・
It域

での発生J大況をIE握し、必要な対策を実施し、その効果を評価することが必要

であり、そのためのサニバイランス体制を確立し、国内■の情報☆違やかに盤

集I分析することが重要であう。

轟

懺 鰍 祓 艦 繹
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奎歯1商|な1流1各峡挽|
|"権無議漱I"|■轟か礫議面

=:憮
五1戯●戯奪霧1乙庇議強轟義祟機,議二

,11彙績釜|にお,1る感基1法人の滉量

また、鳥類、豚におけるインフルエンザウイルスのサーベイランスを行い、

これらの動物の間での発生の動向をIE櫂する。

碁与■〒海外で発生した段階から国内の患者数が少ない段階までは暴降、燈

報が限られているため、一国→内4墓導SJヨ略ど始雀擦騨判機製悪碧袋鶏曇喫湯の格撮の毎

-20-
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サーベイランス体制の強

化を図■、_積極的な劇 収集 L分析を行うる。果体的|二 |よ平時のサ7●イラン

丞

||1                  生

灘為:劇‡|     る|ヨi1611

,Iバイランスにより1巴握された流行の開始時期や規模等の情報は、地域に
おける医療提供体制等の確保に活用すユ _主た、奥塑盤塑髭言

'登
ウエル総 亜

型や薬斎1耐性等11関する情報や、死
=者
を含む薫痺者の黙滉l―関する情報|よ、

医療機関にお1■る診療に役立てる
`≧

また、未発生期から通常のインフルエンザ及び新型インフプ匹エンザに関する

研究や検疫等の対策の有効性に関する研究を推進し、研究により得られた科学

的知見を適宜行動計画等に反映させることとする。新型インフルエンザの発生

購に|よ速やかに、新型インフルエンザ迅速診aliキッ:卜の有効性や治療の効果等
に関する調査研究を実施し、その成果を対策の検討の際に活用する。

1酢紺

-22 -23-

「 ノんそノ)2多
^:な'キ

新型インフルエンザ対策を推進するためには、国家の危機管理に関わる重要

な課題という共通の理解の下に、国だけでなく、地方自治体、事業者、個人の

各々が役害1を認識し、十分な情報を基に判断し適切な行動をとることが重要で

ある。そのため、対策の金ての段階、分野において、国、地方自治体、事業者、

新型インフルエンザの発生時に1よ、動

コミユニケ‐ション尋静準提

1  時                                                                                                           

‐
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新型インフルエンザの感染拡大抑制手持暴事事為延紡袋丼策は、流行のビ三

ことにつながる。また、流行のピーク時の規模をできるだけ小さくすることで、

受診患者数を減少させ、入院患者数を最小限にとどめ、医療体需1が対応可能な

範囲内におさめることにつながる。こうした感染拡大抑制策の効果により医療

提供体制を維持し、健康被害を最小限にとどめるとともに、社会・経済機能を

維持することが可能となると期待される。導業業題異組当キ睾嬰井錫調摯義漂鵠

-24- -25‐
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個人レバル、地球 1社会レベルでの複蒙の対策を組み合わせて行うが、感染

拡大i甲鈴1策に1ま、イ回人の行動を11限する蘭や、対策そのものが鮮全 i経済活動

に影響を与える面もあることを踏まえ、対策の効果と影響とを総合的1二勘案し、

新型インフルエンプの病原性 :感染力等|二関する情報や発生然凛の変lLI二豊じ

て,実施する対策を決定する,

実際1■事毎祟鶴串器昌0い等幕守対策を実施する際1二協力が得られるよう)

発生前からFAく凰知する二とも重要である,

新製手■畢井尋姜事の個人レ●ルでの脚 については、与幕導■手洗い、

咳手チクット■暴与善昇等の基本的な感染予防策

―

を実践するよ

う促すとともに、つ裏朧半自らが轟煮となった感染柔尋事務劉ま犠染を広1ずない

よう配慮するといつた基本的■→舎行動の理解侃導感染碁毎接触寺与■碁い

を図る。

財轍鉤蜃

国内での患者委発生与基以降界 は、

卜等の基本的な感染予防策の徹底を呼びかけるとともに、次のような感染接美

勝基対策を実施し、感染拡大をなるべく抑え、流行のビークを遅らせ、流行の

ビークにおける影響をできるだけ小さくすることが重要であ事る。
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■2_0■―感事管患煮数が少ない段階 (発生早期)では、墓与■患者を毎

丼も、新たに接触者を増やさない環境下基異携井で、携年■畢井■■事与

率■
`議
察野稗い妥適切に治療する。キ琴鋼繰異報9率饉難業些～暑染霧善

―
工(患者対策】).∬0医療1参照)

濃勲 触者に対し、

外出自粛を要請すると同時に、必要に応じて抗インフルエンザウイルス薬

の予防投与と健康観察。を行う。これにより、患者からウイルスの曝露を

受けた者が、新たな患者となり、地域内に感染を拡大させる可能性をI■_減

立嵐 _【        接触者対策】■
曇豊金鳳煮数が増llDし た駐階 (国内発生期)で 1よ、患煮l―つt)て は重癒

煮Qと入院とし、その他の患意!よ壼宅療機を業本とする,また、濃星接触
煮全の抗インフ′レエンジウイ_ルス薬の予防投与1よ

"上
する。

2)_一 学校、中 保章難 等では、感染が広がりやすく、

また、このような施設で集回感染が起こった場合、地域流行のきっか11ヰ

心となるュ蛙靭 性がある。そのため、国再発生早期から学校、癖 保育

施設等の臨時休業を実施するとともに、各学校等へ入学試験の延期等を要

請する。4(学校等の対策】■

さらに、発■_墨期から、外喜拳集会の自粛要請等の地域対策や、職場に

お1する感染予防策11よ り不要不幕の事球4嵯瞬緩諸害謬嘉躍諄指蒙群科■

社会的活動における接触の機会を減ら立。与〒鈍銅等報脳許到串■引諜染機

会碁纂少き■る.【(社会対策】■

⑤●医療

医療の提供1ま、健康被置を最J、限にとどめるという目的を達成するよで、不

■競 要素であるpまた、健康棟害を最1)限 11と どめることで、社会 i経済活

動全の権費を最71N限によどめる二とにもつながる9

新型インフルエンザが,大規模にまん延した場合、思者数の人幅な鰭本が予
測され五バ、_病募牲幕呻嘴峨4翡詮壽長率■義絹曇≒嘉課科尋共一→羹誌導響

暮寺暴幕れるが〒地域の医療資源 (医療従事者、病床数等)には制約があるこ

とから、              効率的・効果的に医療を提供できる体

6感
染症法第 44条の 3
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4感染症法第 19条及び第 26条
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″ そ́んたのエ ム1カうた

制を事前に計画しておくことが重要である。特に、地域医療体制の整備に基基

含壬当たって1ま、協力する像療機関やEII療従事煮全の具体1句支援についての士

分な検討が必要である。寺楽〒新製子学畢井墓■事の嘉募牲が基墓尋墓る場舎

新型インフルエンザの国内での発生早初期には、患者の治療とともに感染拡

本lfl制轟C澤黎聾郵轟善丼策としても有効である可能性があることから、感染症

法に基づき、新型インフルエンザ患者等を感染症指定医療機関等に入院させる

こととする:。 与〒こそのため、地以 |二 おいてlよ、の感染症病床半絡扶嘉募等

の陰岳轟来の利用計画を事前11策定しておく必要がある。また、阜欺の1段1階|で

|は動摯|イン

'ル

ニユ|"競五像二蔵競:こ債議慮臨二五t二,生二,彙二,|
ベイラレ|スで得|られた1僣毅        発|=tlた 1新型インラ,|=|シサ|1診
断:及‐●‐搭:療寿義|二重菫査造五五重盤五場二血遠上量五
する16

極型インフ取黛 Jl蒙霊業:L■|ヽる|■能性の1鼻り嵐Lit携菫華蒙Ⅲ
=α
魔目量

や轟1議●療庫減薇暮者の診鷹0た0●|lm発生当初1麟各地域il11'1錘轟ま11驚

Ⅲ崚1無ユ霊
=1有

する10● :を対象、こ|:た外来

"を

確保Lヱ診療を行1燿廟 :聾
ニン2'三ニンす|わ急蓋轟 .0也の建鷹:機機;燿:菫診二五五能性tおる二とを麟
まえ二対鷹ま1繍畿轟1■嘉導(導■各碁期嶺欝象聾導絹錬嘩鼎艶■与

二次感染防止のため、医療機関内に

おいては、新型インフルエンザに感染している可能性がある者とそれ以外の疾

患の患者との接触を避ける工夫を行う。_また、医療従事者盤
―

マスク・

ガウン等の個人防護具の使用酢 や健康管理、ヮクチンの接種を行い、患者と

接触した墜三二優霧酪目議妻黎■等事各抗インフルエンザウイルス薬の予防凶

服を投与準半る義義感染井暴寺実基寺〒曇決感染携墓善行う。なお、帰国者・

撞触貴』塾奎麹凶塑盛蛙墨二る医療提供体制については、一般的な広報によるほ

|エンーザ1患者|^|の濃1厚1接触者であうて11発熱|■呼1吸器1症1状1等を1有|す .る|も|のか|も:
1電1藷驀沐ゴ譲を1姜1'11席歯1著||1濃饉1暑外莱|1蘊1芥|する|た|お |あ :ゴ譲1毛 |ジ|夕■)|を譲
置t歯1鶏|を 1歯 |る11
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二性の医療機関

`i農
煮が発生するようにな,た場合等11は 1纂基暴繕→事

も延期暴降感守懸善黎が共幅■時共事る尋暮が手碁寺纂み暑碁斜与_帰国童 i

量蝕童五迷盗上定し【の診療体皿から二般り,医療機関で診療する体制 it7Jり :

賛え二重症者は入院、軽症者は在宅療養に振り分けることとヽ 卜 。_こ子のため

際、地域においては、…感染症指定医療機関等以外の医療機関や公共施設等で■

患者を入院・入所させることができるよう、豊前に響 活用計画を策定してお

く必要がある。また、在宅療養の支援体制を整備しておく必要があ登。

軸 醸
i艶強襲動蓋塾歯議地鰺産塁二壷直塞鮨血鳳融豊:醜 立:0まな|(111
木1菌誌:彙llttu遠 1諦1会1警あ蘭:係1機1蘭め|ネ,|卜 |ウー■ク金麹抵璧菫基壼五こ11

なお、抗インフルエンザウイルス薬については、最新の科学的知見、諸外国

における              備蓄状況、国内の撓ギ■4諄要嘉¥ギ与

4井異薬の流通状況等を踏まえ、国・地方自治体において備蓄・配分、流通調
整を行う。

Ω●1ワケ■|ン

22■ンにより、ウイル入に感染した場合11発FIするコi豊性を低下さ■、ま
L、 発症Li縫食l二重症イLすることを防ぐことで、受診患蓋数を減少させ、本
院患意数や重FI患童数をII「え、医療体tllが対応可能な範囲内におさめるよう努

ぬ0こ_趨ま,_新型インフルエンザによる健康被害や社会 l経済活動令の影響を

最小限にとどめんことl二つながるド楽ビ■宅学縫聾路鉾≡諄努崇宴嘉暮姦辱感〒

新型インフルエンブ対策にお1するツクチンについてtよ、役害い異なるプレバ

ンム ック2クチン_とヱ∫ンデミック7'■ンの2種類がある。

パンデミックワクチン毎£■妥は、新型インフルエンザの発生後ll新型ィン

フルエンザウイルスを基に製造されるものであり

-28- -29-

r 対策′)基本笏

全国民分介Q接種を基本とするの製造寺器始李る事与要轟李

る。■墓も守し|のため、全国民分の■パンデミックワクチンを供率導当聾缶長与

できるだけ短い期間で製造する

ことができるよう研究開発を進める.

ブレバンデミックワクチン11,浙型インフルエンゾが発生する前の段階で、

鳥インフルエンプウイルス (HONl里型)を基11製造されるものであり、りONJ

工型以外のインフルエン悧二|よ有効性がなく、また、新型インフルエンダウイ

ルスがHONl翼型であったとしても、バンデミック7ク チンと|ヒ較すると,そ

の有効111よ否確力)である。しかしながら、バンデミック7ク チンが供給される

碁碁基侵〒そ嘉までの間暮、国民の生命を守り、最低限の生活を維持する観点

から、医療従事者や社会機能の維持に関わる者に対し、プレパンデミックワク

チンの接種を行う必要があるF暑0ため、現時慕■碁■妥幕〒プレバンデミッ

クワクチン原液の製造・備蓄を進めることとする。

事異守発生前から、プレバンデミックワクチン及びバンデミックワクチンの

接種が円滑に行われるよう、国民的議論を踏まえ、接種の対象者や順位のあり

方坤 等を明らかにするとともに、集園的な接種を基本として,法帥位

置づ|す、援種の実施主体、接種の実施方,ム等について決定し,榛標体制を構築

する。その上で、豊選菫L聾型型暴4狂2色レ

“

凶童簑豊」査とた三菱生後L宝
める●き事項1よ速やかに1沐定で査るよう、決定の方法等を可能な限り書前に定

めておく。

さらに、新型インフルエンザ対策全体の中でのワクチンの位置付けや、ワク

チンの種類、有効性・安全性、供給される時期、供給される量、接種対象者、

接種体市1と いった基本的な情報について積極的な情報提供を行い、国民の理解

促進を図る,
´

l⑭③ll社会・経‐済機能の維持



i′ 〃力のI不
'″

新型インフルエンザが発生すれば,保イ建f医療の分野だ|すでなく、社会全体

1二影割 及び,71tt i経 済活動の縮Jヽ 1偉溝が危惧0れる9このため、口民生

活を進盤する観点からは、社会 l経済機能の維持のための対策が必要である,

断聾 ンフルエンブ発生前に
一

、

…

各行政機関、各事業者において|よ、新型インフルエンザ発生を

想定1に丼幕し轟、職場にお|する感染予防や事業継続のた1めの計画を策定し、従

業暴拳職場■おヰる感染丼条守事業継続に不可欠な事べ暮重要業務や特

従業員の勤務体制などをあらかじめ定め、発生に備えることが必要初 である。

新型インフルエンゾの発生晴1よ、各行政機関、事業煮|二おいて、職場におけ

る感染予防策を実施し感染拡本抑制1二繁めるととも|二、事業継続計画を実行し,

それに応tiた活動を維持する。特に、医療従事者及び社会機能の維持に関わる

五       等の暑長基碁O基盤暮桜6襲秦暮に対しては、通勤事業の
継続が社会的に求められているため、ワクチンの先得接種等の支援を行う。事
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1.

(                                                 112り嗅ア
=工
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,町卜多資トリリL`F‐斗」曇号手ョ4奮1当`

新型インフルエンザ対策は、I連の流れをも,て縣 発生の状況製 に応じ

た千暴るべ暮対策耕 をとる必要があるが異与ることから、事前の準備を進め、

黙滉の変1しに11応 した意思決定を迅速に行うことができるよう、予め発生の各

段階を設|す、各段階で姜 想定される状況とその対応戦略

―
鉾を定めることとする笑尋シ←必犠勇輿摩る。

本行動計画では、新型インフルエンザが発生する前から、海外での発生、国

内での発生も、まん延

―

を迎え、小康状態に至るまでを,我が回の

案情に応じた戦略11ユ1して5つの発生段階に分類した。

国全体での各■の発生段階の移行については、

WHOの フェーズの引上げ及び引下げを参考と轟幌しながら、森 海外や国
内【の発生状況             を踏まえて参寺基与等、国解

が遡畔 し窒主する。

艦■偽|け |=韮
`キ

すなど|よ血ら―な|し こヽ―と{‐
=懃
意が必要である:|
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<本行動計画の発生段階とWHOの フェーズの対応表>
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1/ 女す策′)I′ム:ガ′/

【前段階】本発生期 フェーズ 1、 2、 3

【第一段階】海外発生期 フェーズ 4、 5、 6

【第二段階】国内発生早期

【第二段階】国内発生期感染線共期皐暮み

―【壁理墜塾整■Jヽ量期 後バンデミック期

: ||||1椰

SA― B

-

―



1繁1生1段階| 状1態

前段階 (未発生期) 新型インフルエンザが発生していない状態

第一段階 (海外発生期 )
海外で新型インフルエ

ンザが発生した状態

国内のいずれかの墨道

府県において患者が発

生しているが、全ての

患者の接触歴を疲学調

査で追える状態

国内のいずれかの都道

府県において患者の接

触歴が疫学調査で追え

なくなつた状態

11(地 1琲未1発1生1期)|

:

急1暑ちヽ発1生 |し |そ t'な
tヽ状態

|.(地域1発生1早期)|

各著r造1府県i●ぉ|ぃそ

轟1者が発1生tlそtヽ |る

が:金て|の1患1者|の 1接1触

屋|を 1嚢1学1議‐蓋ヽ 通|え

る状態

::…
1来

‐
感1集‐IFA‐大|■■|ん1証

～
患者の減1少

各著F道 1府県|●おいで

急1著‐あ1機1触礎が義1学

―

二億 ::1

幽

第二段階 (国内発生早期 )

第二段階 (国内発生期 )

第四段階 (小康期)
患者の発生が減少し、低い水準でとどまつてい

る状態

「 オ〃々 の2F不 |ケ′ナ
″ ,ち与ガ〆)基,・バ:ラケ′/

く発生段階>
く回及び整露::蜘薩義虜し上述壼ち量生量整Σ

11段1隧

未発生期
第一段階  第二段階
海外発生期 囲内発生早期

0         1

筆
=国内発生期

C栞

1:驚

支`
1華うま撃蓼七〕夕冤

難

蝉嘲今一̈̈̈一
地域での発生状況は

様々であり、
・地域未発生期から地域
発生早期

・地域発生早難から地域
発生辮
の移行は、都道府県を
単位として判断繭 鰤

-34- -35-



V「 |1各段1階||お 1す 0対策

以下、発生段階ごとに、予想される状況、対策の目標、対策の考え方、主要

7項目の個別の対策を記載する。

煙宜上、段階1■分lt(対策を記載するが、鳳な0対策,墨体細な案施職靭餞
繭 齢‐嶽1麟湛必す.tt― m LIな1,1■ |●||1雲軌め1字1癒|こ1=真|なる:状 1携1ヽ
発壼漱尾樹朧1藝尋儀壽繊|[が

=11歳
1態ぼ″

`1螢

喜ヽ盛 .しモ|1必 1要な1轟 1贅を1桑
豪il曇齢 .:澤F轟1熱

`が

薫議1構轟llL轟llllあ前齢あ琺 |=う |し そヽはII適 1萱
=|ガ
イ|‐|

1華摯り1単IU嘉魅選lit盛凄姜え■|                    
｀

杢重塾誼回■記戴する対策建、:薇風性 :感染力笠が高い場合にも対応できる

すものである。実際には、病原性・感染力等のウイルスの特徴、地域の特性、

孟2他0塾渥盗踏宣Z二塁登隻2ム進全⊇量蟻玉生劇董り強我進二選コfl能性
及び

…

のが社会 l経済活動l■与える影級を総合的にFJl案 し、本行動計

亘■記載する立ΩΩうちから実施す谷き対策を選IRし決定する。

病原性・感染力等に関する情報が限られている場合には、これらが高い場合

を想定した強力な対策を実施するが、情報が得られ次第ご適切な対策へと切2
賛え伍 _こと立ゑn…ま上、豊11対策の必要lltを評価し,林滉の進展に応じて,

羞選悛 握工した対策について1よその縮J)II ttlLを 図ることとする。

対策の実施・縮小・中止等を決定する際の判断の方法 (判断に必要な情報、_

拠断の墨盟L_込定ブ旦セス笠)にpぃて1=、 連宣、ガイドライン等I二定めるこ
と止立1る .

前段階 未発生期

膿

予想される状況

○新型インフルエンザが発生していない状態。

○海外において、鳥等の動物のインフルエンザウイル丞/」 Aヽに感染する例が散

発的に発生 しているが、人から人への持続的な感染はみ られていない状況。

対策の目標

1)発生に備えて体制の整備を行う。
2)国際的な連携の下に発生の早期確認に努める。
対策の考え方

〇新型インフルエンザは、いつ発生するか分からないことから、平時から警戒

を怠らず、本行動計画等を踏まえ、地方自治体等との連携を図り、対応体制

の構築や訓1練の実施、人材の育成等、事前の準備を推進する。

O新型インフルエンザが発生した場合の対策等!二関し、国民全体でΩ認識基
有を図るため、継続1旬な情報提供を行う。

○海外での新型インフルエンザ発生を早期に察知するため、国際的な連携を

図り、継続的な海外からの情報収集を行う。

○海外での新型インフルエンザ発生をは 二とにつながる可能性があるため、

島等の動物の_イ ン2ルエンブが多楽し
‐
Cいる国Jl対 して協力 1薫援壺行う。
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藤聾綱巻与暮治事4裏理解県餡暮体制の整備と地方自治体との連携の強化】

・ 国における塞施辮 体制を整備 。強化するために、初動対応体制の確立や発

生時に備えた中央省庁業務継続計画をの策定す等善進める。曇轟薔暮暴〒会

毎

・ 関係省庁対策会議の枠組を通じて、関係省庁間の連携を確立する。

・ 臨 驚倉鷹製:鍛麟警奮翼 霧織
|

・螺盤朧艦憲絆 ::請蹴権茸参
・ 都遵府県遵J■課製鋼饉等躍封接銅邦嬢丼響躍魏錫い工都道府県等

―が自衛隊、警察、消防機関、海上保安機関等と連携を進めるための必要な支

援を行          う。■畢基券靭客
=劃
酔義尋靱霜■畿臨等守

-

【国際間の連携】

換を行与碁基碁義甲新型インフルエンザの発生時に議井国や国際機関や諸外

国笠と速やかに情報共有できる体制を整備する。

ワクチンや抗インフルエンザウイルス薬等の備蓄・開発等に関する国際的な

連携・協力体制を構築する。

研異者守医療従豊縣 者や

一

専門家、暴び保健挫碁行政官等の人材

育成のために、研修員受入、専門家派遣、現地における研修等を行う。■井

'7-空
 演政鼈 メ■ぎ生期

, 新型インフルエンザの発生を想定した毎幕異〒諸外国との共同訓練を実施す

る 。
J繹 尋 生 事 実 陽 4い L

・ 新型インフコレエンザ発生時L二旦際機関又整発生国からの要請に応じて派遣
できるよう、疫学、検査、臨床、家畜衛生等からなる海外派遣専門家チーム

を編成する与〒畢際機嬰異線発基           中 。

・ 国際的な連携強化を含む調査研究を充実する。■畢基募働暮〒義幕基基等〒

・ ウイルス検体の、国際機関 (WHO、 OIE等)を通じた国際的な共有のあり方

を検討する。

【情報収集】

'新型インフルエンザの対策等に関する国内外の情報を収集する。長畢基券働

> 情報収集源     ´
/ 国際機関 (WHO、 OIE青昌際会糧轟業機闇■留Ю■等)
/ 在外公館
/ 国立感染症研究所
‐

/ 国立大学法人北海道大学‐α暑■畢子■学異与ギ与半導―
/ 独立行政法人動物衛生研究所
/ 地方自治体
/ 検疫所

r動物にバけるインフルエンザに関するサーベイランス】



lマーυ 積段階 未発生効

鳥麺ヽ豚におけるインフルエ ンザのサーベイランスを実施す る。

【通幕のインフルエンザに関丼する通常のサーベイランス】

1共鶏摯率輩眸覇論諄毛轟幕ら準裏聾曰■月準つ■尋当解睾嘉導瀬練幾

人で毎年冬季に流行する通

常のインフルエンザ●つい(.駒手≦黎婆弾暑屡機倭暴指定届LL機関 (約 01999

0医療機関)11おいて患煮発生の動向を調査し、金目的な流行状況|二ついて
把握する。また、指定届出機関の中の約500の医療機関において、|ウイ,レス

番遣型‐輛 馨
―
を調‐査|じ11流行しているウイルスの性状について把握す

生

‖

1■澤機1馨ilおi,撼麟|レ |ラ ,″
=し
|ザ1様1症躾|=よる.欠1席‐著|め―状1流 |(学1級 |‐学4‐開嶺:

一インフルエンジウイルスl二対する拡体の保煮状況の調査|二より、国民の免農
の状況を把握する。

-

等          :

げ一 θ 議段 階 未 発 生期

←

興 ‐

1新型インフル手ンプの国内発生購l―、迅蒸嬉 適,1二構鷺自
'康

学調査を実施

〔継続的な情報提供】

三 新型インフルエンザに関する基本的な1青報や発生した場合の対策について、

蚤種驚体を和1駆し、泄統的1三分かりやす0滞報提供を行うp

・ 手洗い、咳エチケット等の、通常のインフルエンザに対しても個人レベルで

興

,コ ミュニケーションの体制整備として以下を行う。

11TFr‐型イ|ンラ

'レ

エレ|ザ発1生1時|の 1‐ 1発1生状況It応 |した1国1民 |^の情津籠提1供|の1内

容i菫菫激量企ユ||セ|ス,■1対1楽|あ違色11対策|の1実施主1体 :を1明確にす
.る,

螂 :I圭L止量甕産裳艶のit盤 2遠避壺曇金盤と圭る動
隻1チ取|ウ |キ11痣 |‐じ

=栞
1用1苛清しな1疲薮|あ

―
棄株■機歯|を藩1崩‐する

'1機

に|う 1ヽ



|′―υ ヽ我憮 オイ生〃

| |:::::J:::::11::::`:ili::11:::::i::1:|::`i」
       ::::1'11111,111tii:::ilitili`:::::iliti::1:::`:,11::::::litiliitilit,111111:i」        :」        tを 1:::::を i:Li`1.1,

■

■1壼 |に,構幸111'長 111縁講1手|め1皮1応|や必要|とlttし るヽ1構幸証を1芭経ti黄なる1構
塾提票i:藩磁・株1柚1麟麟素|す|る11

1編 ::|
>鞭
瀑邊鐵黎魃穿1鑢

レ/― θ ヽ戦鼈 未ガ牛期

【対策実施のための準備共会の現‐幕醒罫■■朝』→基脚要齢郎場馨終】

(個人レベルでの対策の普及)_

1 手洗い、咳エチケット等の基本的な感乗予防策の普みを図る。また、自らが

患煮となった場合の対応11ついての理解促進を図る。

(地域・社会レベルでの対策の周知)

。新型インフルエンザ発生時に実施され得る、患者の濃厚接触者の外出自粛、

学校繕の臨時体業、集禽の自粛等のぉ国内での感染拡大をなるヽく_llpぇるた

めの対策l二ついて周知を図る。

(衛生資器材等の供給体需1の整備)

・ 衛生資器材等 (消毒薬、マスク笠主の生産・流通・在庫等の状況を把握する

仕組々を確立する,

倒螺腸等条入国者対策の準備)

'修

壇 言 重 査 量 量 鬱 量 塁 二 二 :皇 奥 曇 曇
曇 羞 曇 曇 羞 i旨 贅 ||:塁 貴

`:蒻

業‐な―資キ材の摯備を行う.`―
・                検疫の強化に伴い感染したおそれの轟る

登墜者を停留する場合に備え、発生国から来航する航空機・船舶について、

中 、その状況に応じて国内検疫実施場所を指定し、集約化を図

ることを検討する。また、集約海空港の周囲の議 宿泊施設の確保を進め

る。轟呼妻生導崇働離勢L

II絵1度の機花め際に必1要となる防疲僣置
=1人
由著に歯する羨撃調1蓋1等‐に|うtヽそ:

塗疫盤 1通芳1首藉体|そ |あIt由1係1機 1由
‐
あ達‐幌|をち曇イしする|:

8横疼法 (3召和 22年 6月 6日 法律第 201号 )(以下「検疲法」と二五.)第 14条第 2項

・43‐



17-υ  前段階 表発生期

【地域医療体制の整備】

・ 医療体制の確保について具体的なマニュアル等を提供するなど、日本医師会等
2関係機関と調整し、者「道府県等に対し必要な助言等を行うとともに、都道府県

等の体制整備の進捗状況について定期的にフォ山一ァップを行う。響調騨響襲い

■無薗榊織熱喘I慮llll二 ltl■IIふ 1颯擁面を車●
=||●
保優
=|な

||||||でヽ
■疑疎1師1峯11戯載撃着,員会ヨ墓暴轟嚇繰犠尋暴学幕鳴越塁奎|「紘崎薩轟 ‐簡
|で薗菫襲由雌1盤櫨:        を合峰毒1蔵機関

=操
1局ti=IⅢ I村|,肖防等|

‐
祠筆越l糧鯉鱚:構警撃咤権奮1鑢壕機械 ・
贔壼ぬ継灘爆機はtllt議惑面に係る真体‐由な轟慮を農1討しをおくよう嚢1講するよ
|

:1繰義道鯖1蜘奪il対↓I饉血1著■農価著格譲■|シ
`|■

表|む霧餞1著●機魚岩外葉発

塾1憾1脚戦曇需する::意|たII奎tlめ1腱農1機由におtヽそ●薪1嚢イ,ラうし
=|,チ
患

1暮暮謬蕪IFお|たあぬ
=続
歯1感桑対1棗

“

■1価1人愉棄1真|あ華確1等|を進あ|る|よ|う1姜
1譜|テ歌,I睾壽軽幸勲辞嘉痒

隋巨甥鱚麟地域喜再発生期の医療の確保】

。第二段階の手寿延期地域発生期に備え、者「道府県等に対し、臭e慕毎尋■妥

以下壺要請する。■厚基勢働暮井

2_全ての医療機関に対して、医療機関の特性や規模に応じた診療諜 継続
計画の作成を要請し、その作成を支援すること。

入院医療を提供する事臭寺医療機関における使用可能な病床数を試算す

ること。

地域の実情に応じ、感染症指定医療機関等のほか、公的医療機関等 (公

立病院、日赤病院、済生会病院、国立病院、国立大学附属病院t労災病

院等)で入院患者を優先的に受け入れる体制を整備すること。

レ7-θ  ヽ政 睡 未発 生期

入院治療が必要な新型インフルエンザの患者が増加し、医療機関の収容

能力を超えた場合に備え、公共施設等で医療を提供することについて検

討を行うこと。

地域の医療機能維持の観点から、がん医療や透析医療、産科医療筆の堂

に必要とされる医療を継続するため、原則として新型インフルエンザ2
初診患者の診療を行わない毎井幕こととする

医療機関の設

定を検討すること。

> 社会福祉施設等の入所施設において、集団感染が発生した場合の医療提
供の方法を検討すること。

,大学附属病院に対し、患者対応マニュアルを作成するなど、地域の医療機関

等と連携しながら、新型インフルエンザの発生に備えた準備を行うよう要請

する。鋼謀黎串事等■

,第二段階の地域発生
―
期においても救急機能を維持するための方策に

ついて検討を進める。また、最初に感染者に接触する可能性のある救急隊員

等搬送従事者のための個人防護具の備蓄を進めるよう各消防本部に要請す

るとともに、必要な支援を行うけ■削鼎串■

【ガイ ドラインの策定、研修等】

, 新型インフルエンザの診断、 トリアージを含む治療方針、院内感染対策、患
者の移送等に関するガイ ドラインの策定を行い、医療機関に周知する。条写

―
・ 都道府県等と協力し、医療従事嬰係者等に対し、国内発生を想定した研修土
訓練を行う。楽畢基券働碁■

【医療資器材の整備】

一 国及び都道府県等は、纂碁段繕の導義誕到準琳稼■必要となる医療資器材 (個

人防護具、人工呼吸器〒華翡発諄馨姜基等)をあらかじめ備蓄・整備する。都

道府県等に対し、感染症指定医療機関等における必要な医療資器材や増床の

余地に関して調査を行つた上、十分な量を確保するよう、要請する。■畢基

響

・44



17-θ  前段職 表発,雀〃

【検査体制の整備】

・ 新型インフルエンザに対する迅速診断喜感長挨会キットの開発を促進する。

…
■|1誨造1府県1需11対||●■|オ

ー
衛|=IⅢ‐究IP―f■ |お |ナ

ー
る1新型ィン,,レ手ジサ|‐1対する

Pcl■綸鋼 る1体制|を整鹸‐‐‐る|よう1妻1請し|その技術的1支援を行う|■尋|

-
ir饉慕機
‐蘭1壽
^t'ゞ

格車壼縫1棋1床需101整備11             1

■踊趣″|:"李 0診断‐‐格薦に費チ|る構筆農等|を産症繭 表|な崖療従事著
主通逮|=塩棋1子撼|たおあ1体需rを整備チ|るよ轟藁曇募轟暮鼻

【抗インフルエンザウイルス薬の科学的知見の収集・分析】

・          抗インフルエンザウイルス薬の効果や薬剤耐性につい

ての研究や情報収集を行う。

…

【抗イン2′レ平ンザウイルス薬の備蓄】

・ 諸外国における備蓄状況や最新の医学的な知見等を踏まえ、国民の45%に 相

当する量を目標として、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を推進する。姜厚

-・ 新たな拝響械突羹事中■る抗インフルエンザウイルス薬について寿、情報収集
止・●―

行い、全体の備蓄割合を検討する。■厚基井働暮■

・ 在外公館における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を進める。楽丼幕等■

)γ―θ ttt段階 未労生期

【抗インフルエンザウイルス業の流通体制の整備】

・ 抗インフルエンザウイルス薬の流通状況を確認し、新型インフルエンザ発生

時に円滑に供給される体制を構築するとともに、医療機関暴企業再診療基暴

暑毛築洋■や薬局、医薬品卸売業者に対し、抗インフルエンザウイルス薬の

適正流通を指導する。■禰軽導昇準年■



I″一υ 議段階 ノし轡″拶″

【研究開発青製曜■鋼耀劉

(バンデミックワクチン)

・ 新型インフルエンザ発生後、ウイルス株が同定されてから6か月以内に全国
民分のパンデミックワクチンを製造することを目指し、細胞培養法など新し

いワクチン製造法や、経鼻粘膜ワクチン等の投与方法等の研究・開発を促進

するとともに、生産ラインの整備を推進する。■厚峯井働暮■

【ワクチン確保・供給体静1】

(プレバンデミックワクチン)

バンデミックワクチンの開発・製造には一定の時間がかかるため、それまで

の間の対応として、医療従事者及び社会機能の維持に関わる者に対し、感染

睡 井策の一つとして、プレパンデミックワクチンの接種を行うこととし、

その原液の製造・備蓄を進める。■畢基券働暮■

| 
二「坪譲亭44二

`手

Hヨ『‐‐』甲諄0疇争与二|「OC(卜,目 去ヽ←多)4帯門墾肇‐‐=当ISL斗、弓卜≒ι■おトフ∠LイL当ニヨド」孝L事二与Z44→卜‐‐

|

11「調菖
=20笙
年ヨ喘[――j慕亭顔麟離卜4〒氏涎X}ヨ5ちム■集滓麟皐嗜鬱ξ「導起|―一―←4ユ福目―=雪冑弯喜声輌卜〉―

| ウイルスの遺伝子構造の変異等に伴い、新しい分離ウイルス株の入手
状況に応してワクチン製造用候補株の見直しを逐次検討し、その結果

に即して製造を行うとともに、プレパンデミックワクチン製造に必要

な新しい分離ウイルス株の弱毒化やこれに関連する品質管理等を国内

で実施する体制の充実を図る。

レγ一θ 油段階 為 解 勁

(バ ンデミックワクチン)

細胞培養二等による製造体制が整備されるまでの間、鶏卵によるパンデミッ

クワクチンの製造体制において可能な限りの生産能力の向上を図る。■畢墓

響

バンデミックワクチンの審査のあり方について検討を行う。

:|1李 1由晨|^|め
―
,ヽシ|デtllテケウケチ|ン

ー
を1円1滑に1流1通|でき|る休キ1を1構1築す|る t

11組胞難爺漱:な :どの新し|い製造法力i開1発壺:れ三全,日民分の2.ゞン:デ:ミ :ツク″1夕1ニ

た動 :奎輛 壺産ふ と,睡童 壺二止 山 狂ね 雄
あ菫未t埼著え芳どを|あプ.由セ|ス !=う しヽそ走‐あでおk:

半 島 義 寿 尋 纂 導 ■ 等 朝 諄 囃暮

…

【接種体制の構築】

(ブレパンデミツク7クテン)

・ プレパンデミックワクチンの接種の対象となる医療従事者及び社会機能の

維持に関わる者の具体的な範囲や接種順位を策定する。基厚基事難輌晏畢聾係

毎

・ 発生時にブレバンデミックワクチンを速やかに接種する体飾1を構築するJ_

(′ ンヽ:デミックワクチン)_

1 傘国民に対し速やかにィヽンデミックワクチンを接理■能な体御1を構築する9

,■ 7A●蕃そ葉由‐島な機種を行う||=tlを基本■|し二::::

‐49



 ヽ            |ク ー″ 詢致縫 木ガ4リツ

羮1施1圭1体
=1集
1由1議|な 1機1糧|あ 1羮絶1基 1摯‐等

=1機

種|の 1粋1縄|を策1定|する:|

,11+撻輛 |=議1,る機1糧1体 tlli=も tヽそ
=1真
1体由|な■|デ ,,―を宗‐す.など―技‐術

:商|な 1貴1懐1暮1各 |うIII

儡 ‐適1府凛暢1通 |きでヽ1希 1歯針轟|:轟til通載1直諦会
=1薫

1葉著●摯機1商‐孫
著1華|ど1協洗|||1機種|=携|わる鵡 等

`1■

麟‐趣あ場詰
=|‐

機種あ油|

痴il需1純1芳1法摯ll義1継

''''真

4薫1蒔な妻滋1芳1法にう1,そ1葉1壼す撼
=;1妻
議

する■1lti==1著

`遣

1鳥1真に対しそ1経1糧1休嬬|あ1職 1襲[墓|たち|そ希IEXl.蔚栞i
激義轟量五二

,■1耕1機|イ,り,″
=ル
|ザ露生後め1裏疵|を1想1壼した■|モ

=1決
1挽11応|して

'(ジ壺|=|'り |ウ |を 1手|ジ |め 1機1継應社|な涎走|す|る1藤あ1基本‐島|な 1考‐え
―芳|を,棄1定す

出

【情報提供】                       .

・ 新型インフルエンザ対策におけるワクチンの役割|や、供給体制・接種体制と
い,た基本蜘な情報について情報提供を行い、国民の理解促進を図る,

【プレバンデミックワクチンの事前接種】

・ プレパンデミックワクチンの有効性・安全性に関する臨床研究等を実施し、

得られた結果の評価等に基づき、医療従事者及び社会機能の維持に関わる者

に対し、プレパンデミックワクチンを新型インフルエンザの発生前に接種す

ることについて検討を行う。さらに、安全性等の評価を踏まえ、プレパンデ

ミックワクチンの接種を段階的に拡大していくことついても検討を行う。

…
・ 事前接種の検討鎮果を踏まえ、道切に対応する。

レ7-`' 議段階

Iガイドラインに1よ、以下の内容等について、あり具体的1「記載する】

07ク チン確保 I供給体市1の構築について
○ワクチンの確保

・国内産ワクチンの確保に向けた事前準備について

.輸入ワクテンの確保に向けた事前準備について

未発‐十期

Qワクテン流聾郵本記の構禁

0減種体制の難築1,pい【

○接種対象者の優先順位及びその選定方法への事前準備

O接種の実施へ向けた事前準備

【事業継続計画の策定促進】

・ 事業者に対し、新型インフルエンザの発生に備え、職場における感染予墜勝

■策や、事業継続に不可欠な重要業務鵜 全の重点lLについて計画を策定

する等十分な事前の準備を行うよう要請し、実施を確認する。特に社会機能

の維持に関わる事業者による事業継続計画の策定を支援する。■嬰係等暮■

【社会的弱者笠への基幕支援】

・ 市区町村に対し、第二段階の
―
地域発生期における住民の生活菜援や在

宅の高齢者、障害者等の社会的弱者への基岳支援 (見回り、介護、訪問看護、

訪間診療、食事提供等)、 搬送、死亡時の対応等について、対象世帯の把握

とともにその具体的手続三を決めておく挨尋李るよう要請する。■纂墓券働

等

【火葬能力等の把握】

・ 都道府県に対し、市区町村と連携し、火葬場の火葬能力及び一時的に遺体を

安置できる施設等についての把握・検討を行い、計画を立て→ておくよう要

請する。■畢峯募働暮■
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←

一

【政府の体制強化】

・ 海外において新型インフルエンザが発生した疑いがある場合には、内閣危機

管理監が関係省庁と緊急協議を行い、内閣総理大臣に報告するとともに、速

やかに

寿 関係雀庄対策会議を開催し、情報の集約・共有・分析を行うとともに、

慕舟の初動対処方針について協議・決定する。■再霧暮嘉〒会暮年■

。wHOが フェーズ 4の宣言を行つた場合には、内閣総理大臣及び全ての国務
大臣からなる工繰聖手婆手井二¥曇籍築奉諄鋼堕』墜」菫杢」l止這2置 し、諮問
委員会を開催繹 する。碁ゃ政府対策本部は諮問委員会の意見を踏まえ、基

IIn入国者対策 i Ft外邦人東憬蝶 等の初動の基本飽対処方針について協議・

決定する。■再閣幕昇守会碁痒■

・ wHoが フェーズ4の宣言を行つていない場合であつても、海外において新
型インフルエンザが発生した疑いが強く、政府としての対策を総合的かつ強

力に推進する必要があると判断される場合には、必要に応じ、内閣総理大臣

が主宰し、全ての国務大臣が出席する「新型インフルエンザ対策関係閣僚会

議」(以下「関係闇僚会議」という。)を開催し、基際入国者対策・在外邦人
支援蝶 等の初動の基本的対処方針について協議・決定する。■森悪暮寡守

lvI■
IJI第
||1韓 1晴 |||1外
‐1年期

―

.:‐ ‐‐‐‐‐‐| ‐|‐  |||‐
  ‐

||

予想される状:況

O海外で新型インフルエンザが発生した状態。

0国内で1ま患煮嬌発生していない。
○海外における状況は、発生国・地域が限定的な場合や、流行が複数の国・地

域に拡大している場合等、様々である。

対策|の:目標

1書)国内発生に備えて体制の整備を行う。
2)国 内発生の遅延と国内発生の早期発見に努める(

対策の考え方

○新たに発生したウイルスの病原性や感染力等について十分な情報がない可

能性が高いが、その場合は、病原性・感染力等が高い場合にも対応できるよ

う、強力な措置をとる。

Ω対策畔 1断 11役立:て るため、国際輸な連携のIで、海夕1での発生林滉,ウイ

ルスの特徴笠11関する1菫極的な情報収集を行う,

O国内発生した場合には早期に発見できるよう国内のサーベイランス・情報収

集体制を強化する。

O海外での発生状況にっいて注意喚起するとともJ二.国内発生に備え、国内発

生した場合の対策!二ついて的確な情報提供を行い、地方自治体、事業者、国

民L婆五を但主 _̈

O検疫等により、国内発生をできるだけ遅らせるよう努め、その間に、医療機

関等への情報提供、検査体制の整備、診療体制の確立、社会機能維持のため

の準備、プレバンデミックワクチンの製剤化・接種、アヽンデミックワクチン

の製造開始等、国内発生|二備えた体鮨J難備を急ぐ,

|
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―

【国際間の連携】

・ ワクチンや抗インフルエンザウイルス薬等の開発等に関する国際的な連携 `

協力体制を強化する。 (厚生労lbl省 )

・ 十国際機関又は発生国からの要請に応じ、未発生期に編成した海外派遺専門

家チームの派遣を検討する。

・ 発生国に対しWHOが 行う支援
―

への協力を行う。■尋4事丼際黒_丼

・ 国際的な連携強化を含む調査研究を強化する。

【国1際的|な情報収集】

・ 海外における新型インフルエンザ年の発生状況について、国際機関 (WHO、_

〇IE等)等を通じて必要な情報を収集するとともに、発生国からの情報収集

を強化する。事纂基勢働暮〒井務等〒美郭科学等■

> ウイルス株の舟轟一纂纂に関する情報
― 疫学椰 _玉戯 ,症911驚、数 藩 )

> 墓靭塞義の晃墓治療法に関する憧報 (抗インフルエンザウイルス薬の有
効性笠,

【サーベイランス疑■義製親会美報■異手裏■半る半一べ4与姜異等】

一 引き続き、インフルエンザに関丼する通常のサー
ベイランス疑■墓判朝姿美

を実施する。

・ 半 纏 野 準 要 鶏 喜 鴫 基 脚 廼 葬 幡 繁 業 珊 議 桑 尋
曇 ぶ 率 尋 ■ 暴 ■

●

国内における新型インフルエンザ
患者を早期に発見し、新型インフルエンザの特徴の分析を行うため、全ての

医師に新型インフルエンザ患者の届け出を求め、全数把握を開始する。

・新型インフルエンザ患者の臨床像を把握するため、入院患者の全数1巴握を開

始する。

・ 感染拡大を早期に探知するため、学校等でのインフルエンザの集団発生の把
握を強化する。

1 入国者中の有症者l―関する情報を解析し、推移を把握する。

【調査研究】

二』 型インフルI二ど力2之イルフ艶桂塁ゝ 垂した段階で、国民の各年齢層等にお

ける抗体の保有状況の調査を行うなど、対策|二必要な調査研究と分析を逮や

かに行い、その成果を対策に反映させる。

1鰈跛緻眩妙隆秒妙妙赳隧跛靡⑮⑮蠍曇鰺痣跛妙跛はN~~~T~~~~~~―
―――一――一―――――――――一

げ―ノ 〃 力な 落″(発チ〃
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【情報提供】

・ 国民に対して、海外での発生状況や現在の対策、国内発生した場合E必要と
なる対策等を、対策の決定ブロセスや、対策の理由、対策の実施主体を明確

l■しながら、テレビ、新聞等のア不メデイアの活用を基本としつp、 関係省

慮:Q杢=ム
ペIジ等の凛数の蝶体 i機関を活用し、詳細|三分かりやすく、で

きるB晨 り都棟に情報提供し、注意喚起を行う。

国民からコールセンター等に寄せられる問い合わせや地方自治体や関係機

関等から寄せられる情報の内容を踏まえて、国民や関係機関がどのような情

報盗必要上し

`い
るかを1巴 IFEし、再鷹の情報提供l―反映する.

【情報共有】

上理豪奎翌鋼lAや関係機関能と0インタIたツト等を活用 したリアルタイムか
つ直接的な双方向の情報共有を行う。

【相談暮畢コ
=ル
センターの設置】

・ m連童県il菫区寛中 に対し、Q&A等を配布した上、住民からの一

般的な問い合わせに対応できるコTルセンタ三客曇を奉幕異幕繰纏霧長設置

し、適切な情報提供を行うが等暮るよう要請する。■畢基勢働等■

・ 国民からの相談に応じるため、国のコールセンターを設置する。長導基募鴇
篠

【国内での臨 本鵬 の準薪釧

,国内における新型インフルエンザ患者の発生に備え、都道府県等に対し、以
下を要請する。

17-′  第一段階 海外発生期

> 患者への対応 (治療・隔離)や患者の濃厚接触者等への対応 (外出自粛

た 逮痺PIIか ら提供される本国煮等11関する情報を有効に溝用すること,

【渡航に関立塾注意喚起          等】

・ 新型インフルエンザの発生が疑われる場合には、WHOの フエニズ 4の宣言
前であつても、感染症危険情報を発出し、不要不急の渡航延期率暴避の専義

申 を勧告する。

一
・ wHoが フェーズ 4を宣言した等、新型インフルエンザの発生が確認された
場合、感染症危険情報を発出し、渡航の延期を勧告する

・ 検疫所は、関係機関と協力して、海外への渡航者に対し、新型インフルエン

ザの発生状況や、個人がとるべき対応に関する情報提供及び注意喚起を行う。

・ 事業者に対し、発生国への出張を避けるよう要請する。

【■l― 入国者対策】

・ 海外において新型インフルエンザが発生した疑いがある場合には、関係省庁

対策会議又|よ関係閣僚会議11よ り決定された初動の基本的対処方針に従い、

入回童菫董二を開始主L__

(検疫件糾の強化)

協
=
ル 検疫所において暮、金入回者11対して航空 :船11全41等の協力を得なが
ら、入国後に発症した場合の留意事項を

‐56・
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また、発生国からの入国者に対し、質問票の配付'及び診察
К等を実施し

響 ヽ

一

獅離llや感染したおそれの高い煮の鮮鮮 等臭の持善を行

う。質豊墓等により得られた情報lよ、必要に応じて地方自治体|「提供す

る。‐郎妻生等宴動4鱒L

L畢 基券働等幕〒濃厚接触者の停留を実施する場合には、厚生労働省
の要請に基づき関係省庁間で協議を行い、海外における発生状況、

航空機・船舶の運航状況等に応じて、関係名詩塞銘踊脚襲黒■籍峯暑

集約化を図ることを検討

する。

■―航空機・船舶の長から、検疫所に対して発熱、咳など、健康状態に何ら

かの異状を呈している者が乗つているとの到着前の通報があつた場合

には、機内又は船内における有症者対策 (有症者の隔離、有症者のマス

|クーノ 〃―‐設贈 %考然努宝翔

クの着用、有症者へ接触する者の限定客塞桑務長の特幕等)について、

航空・船舶会社を通じ、対応を指示する。睾編墜導舞聯畢■

> 発生国から第二国経由で入国する者に対し、航空・船舶会社等の協力を
得ながら、検疫法に基づく質問票の配付や旅券の出国証印の確認を実施

するなど、発生国での滞在の有無を把握し、検疫の効果を高める。■厚

> 捻度の強1こ !「伴い、義事畢毎来義牛る犠墓機一船舶森与す率学畢井碁与

検疫所、地方自治体その他関

係機関碁の連携を確認一強化する。

> 検疫体糾の強化に伴い、検疫実施空港・港及びその周辺において必要に

応じた警戒活動等を行う。

(外国人の入国制限)

。発生国の在外公館において査証発給を行う際、査証審査の厳格化や査証発給

の停止等の査証措置を行う。■丼義等■

(密入国者対策)

。発4個騨嶋墓罐事事聾海理裂叫要鐸群婆=盛染童の密△口 を防止するため、取
締機関相互の連携を強化するとともに、密入国者の中に感染者又は感染の疑

いのある者がいるとの情報を入手し、又は認めたときは、検疫所等との協力

を確保しつつ、必要な感染防止策を講じた上、所要の手続きをとる。■義務     ・

・ 発生国から到着する航空機・船舶に対する立入検査、すり抜けの防止対策、

出入国審査場やトランジットエリアのパ トロール等の監視取締りの強化を

イラう。一寺法尋募雀浜一桑舅察等二帯義毎義ョ保事睾痔→一

・ 感染者の密入国を防止するため、沿岸部及び海上におけるパトロール等の警

戒活動を強化する。■善察卑守幕墓保姜暮■

(基際丼集入国者対策関係者の感染防止策)

・ 基際寿築入国者対策関係者について、プレパンデミックワクチンの接種のほ

'検疫法第 12条
Ⅲ検疫法第 13条

'1検疫法第
14条第 1項第 1号

12検疫法第 14条第 1項第 2号
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か、個人防護具の着用、患者からウイルスの酔 曝露を受けた場合後の抗イ

ンフルエンザウイルス薬の予防投与等の感染防止策を講じる。基嬰係等暮井

(航空機等の運航自粛要請)

鐘

国における地域封じ込めや、WHOに よる発生国又はその地域への運航自粛
勧告がなされた場合には、厚生労働省の要請に基づき関係省庁間で協議を行

ぃ→基墓、国際的な整合性等に配慮しつつ、航空会社や船舶会社に対し、発

生地域から来航又は発航する航空機・旅客船の運航自粛等を要請することを

検討する。

【在外邦人支援】

■_^発生国に滞在する邦人に対し、感染予llt策につい
~C員
朱1

幹 換

―

。

―

・ 新型インフルエンザの発生が疑われる場合には、WHOの フェニズ 4の宣言
前であつても、在外邦人に対し、退避の可能性を勧告し、今後出国できなく

なる可能性や現地で十分な医療を受けられなくなる可能性、帰国に際しては

検疲が強化されていることについて情報提供を行うっ

海外難在彙や海外出PDE者がいる事業者|二対し爾よ、関係省庁や現地政府から

の情報収集を行いつつ、速やか1三帰国させるよう要請する。

定期航空便等の運行停止後、在外邦人について、発生国の状況を踏まえ、量

国に際しては検疫が強化されていること

等■に留意しつつ、直ちに代替的帰国手段の検討を行い、対処方針を決定す

る。

国内の各学校等に対し、新型インフルエンザの発生国に滞在暮学している在

籍者に感染ユ腹丼策を周知徹底するよう要請する。事撃基瞬事許冬■

|クー′ 第一カを ″ ガ
`ら

リ

【新型インフルエンザの症例定義】

・ 新型インフルエンザの症例定義を明確にし、随時修正を行い、関係機関に周

知する。

…

[医療体掏lの整備】

・ 暑8描府県等に対 し、以下を要請する。

メ‐‐

憲裁鋒殺宏寵鋸鐵麹普量眈篭鑑彗量忙鍮量管

L帰 国者・接触者外来を有する医療機関や、その他の医療機関に対し、症
llll定義を踏まえ新型インフJ/エンプの最煮却よ疑い患者と判断された

場合1二 1ま、直わ11堡饉P~FI二鷺峰するよう魔講する。

> 新型インフルエンザが疑われる患者から採取 した検体を地方衛生研究
所へ撲付 [´ 、革型の綸杏を行い、確定診断を行 う。

【帰國者 1接触蓋繰 相談センターの設置】

・ 都道府県笠

―

に対して、以下を要請する。

を設置|すること:|

tヽそ診
‐
断を́宇|ぢ

=|を

あ|たあ
=偏
嵐1著||1接覇菫著姜診1箱1議|セ|シダ■1等|を1通|じ

二11幕菌‐著■機腐1著
‐外菜|を姜診‐するよう漁嗅ゴするこ|と11

1r薩‐藤1機‐蘭等
^‐

め1結義縫1供11
‐
■薪塾|イラフ,ι

=レ
すあ診断■浩擦に資する構1軸1奪|を●腱義機1蘭1及む1崖療1従事

著に1連遠に提供‐す|る .:
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【検査体制の整備】

iウイルス株の情報に基づき,国立感染症研究FJ111おいて、新型インフル平ン
ジ全QECR検査体制を確立する。

よう要議する。

・五型エン2ルエンザ迅速診断キットの実用lLを図るゃ

【抗インフルエンザウイルス薬の備蓄・使用等】

国及び都道府県における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量の把握を行

う。

…

1鼈
1養饗襲墓離轟轟会禦繭襲基基自曲■基|12義||ぼ0そ●抗インフル

=輔,ヴイ,レス業φ
lギ
け豪1与を1行,よ |う1妻議する●燕鼻墓募轟碁嘉

引き続き、抗インフルエンザウイルス薬の適正な流通を指導する。■畢基勢

い

【尋寿碍発一製造ワクチン確保・供給体市1】

(プレパンデミックワクチン)

・ 新型インフルエンザ発生後、基与■国家備蓄しているプレパンデミックワク

チンのうち、発生したウイルスに対して有効性が期待できるものについて、

直ちに原液の製剤化を行うよう、ワクチン製造会社に要請する。■畢基募働

篠

17-′ レ籍一設鼈 ッタ″努宝舞
=

(パ ンデミックワクチン)

・ 新型インフルエンザウイルス株の特定後、鶏卵等の確保ができ次第、バンデ

ミックワクチンの生産を開始するよう、ワクチン製造会社に要請する。通常

のインフルエンザワクチンの生産時期に当たる場合には、製造ラインを直ち

に中断して新型インフルエンザワクチンの製造に切り替える等、生産能力を

可能な限り最大限に活用するよう、ワクチン製造会社に要請する。■畢基募

降

l新型インフルエンザウイルスの遺伝子構造の変異等に伴い、新しい分離ウイ
ルス株の入手状況に応じてワクチン製造用候補株の見直しを逐次検討し、そ

の結果をワクチン製造会社に指示する。事婚望⇒剪辞年■

::||

生産さ|れ .たウ|ケチン‐

止0菫壼ユ:11日滋饉 |は基二盤二よ俺二五五■

'崩

菫立五■|

・ バンデミ ッヽクワクチンの承認 申議 を受けて適切に量査・承認を行う。

【接種体制寿鉾】

(プレバンデミックワクチン)

ワクチン製造会社による製剤化が済み次第、直ちにプレパンデミックワクチ

ンの接種を決定し、集団的な機種を基本として接種する。

医療従事者及び社会機能の維持に関わる者を対象に、本人の同意を得て接種

を行う。事導電⇒罫辞与井

(バンデミックワクチン)

ウイルスの特徴を踏まえ、接種の法的位置づけ等について決定する。

都道府県を通じて、市区町村に、全国民が速やかに接種できるよう、公費で

集回的な接種を行うこと基本として、豊前11定めた接種体制l二基づき、具体
的な機種体制の準備を進めるよう要請するて,

・                   プレバンデミックワクチンの有効

性が認められない場合、まずバンテミック7クチンを、医療従事者暴事基会

隻を対象に、本人の同意を得て先行的に接種するc暑
毎
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・ パンデミックワクチンが全国民分製造されるまで一定の期間を要するが、供

給が可能になり次第、集口的な接種を基本として接種を開始する。

≧_パ之二i」とクユクチン1よ、地域ご:との発生段階によらず、各鄭道府県lil

> 都道府県・市区町村に対し、接種の周知を図るとともに、関係者の協力
盗得(接鷺を開始するよう要請する.

【情報提供】                        ・

・ ヮクチンの種類、有効性 ,安全性、機種対象者、接種体制といった具体的な

情報について積極的に情報提供を行う。

lクーノ 第一段″ 滋ンんな:生〃

0撞霊の実施112いて

9接I]対象者の優先麟位及びその選定方法

○接種の実施

◎ワクチンの有効性・安全性に関するモニタリングについて

Q勧 性0ヨ皿
0副反応報蔵

◎国民全の適切な情壺1提供1,つ |)て

〔事業者の対応】

,事業者に対し、発生状況等に関する情報収集に努め、職場l二お1■るモの感染
予防辮 策碧びや、事業継続に不可欠な重要業務の継線への重点化異暮暮嘉

の準備を行うよう、要請する。■嬰係等幕■

【遺体の火葬・安置】

・都道府県を通じ、市区町村に対し、火葬場の火葬能力の限界を超える事態が

起こつた場合に備え、一時的に遺体を安置できる施設等の確保ができるよう

準備を行うことを要請する。事寿磐⇒勢準年■

【モニタリング】

・ワクチン鮮換が終了した段階で今tiタ リング機関する総合評1画を行うゃ

_ljiイ ドライコ11よ、以下の内容隻に,いく、より具体的に記載す●】

◎発生後のワクチン確保・供給について

○ワクチンの確保

・国内産ワクチンの確保について

:輸入フクチンの確保1■ついて

02クチンのI泄な流通
◎ワクチン接種の法的位置づけ等について

○ワクチン接種の法的位置づけ

○実施主体及び費用負塑
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【基本的対処方針の決定-4】
,          菫重対策本部は、諮問委員会の意見を踏まえ、第二段階
に入つたことを宣言するとともに、           対策の等■嬰事る
基本的対処方針を決定する。

【国際間の連携】

・ 国内発生情報について、国際保4建規則 (IHRと に基づき、WHOへ 通報す
る。■畢基募働暮■

・ WHO、 OIE笠
一

のリフアレンスラボラトリー等とウイルス株の同

定・解析に関して協力を行い、症例定義の決定や情報共有等を行う。長畢基

‐67‐

よう準備を急ざ、バンデミックワクチンが利用可能な場合|まできるだ|す速
やかにできるだけ多くの国民に接種する。

』‐手■夕‐暉靱辱        限
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・ ― ‐ 澤 嗣 饉 → 夫 男 馨 ギ
」 事 事 異 巧 風 与 燎 劣 晰 諄 義 寿 髪 L曇 ■ 共 弩 撻 峯 碁 焦 詳 事 嗅 ハ ヨ 争 瀬 梨 料 ¬ 曇 型 等 聟 摯 朝 逹 集 中 奥 峯 ■ 得 卜 う 製 讐

寿轟警ワクチンや抗インフルエンザウイルス薬等の開発等に関する国際的な

連携、協力を行う

―

。事辱違勢働省〒欄某碁募■

【国際的な情報収集】

,海外での新型インフルエンザの発生状況や抗インフルエンザウイルス薬や
ユ玄乏とQ査勉性二安全性笠について、_国際機関 1請外国笠を通じて必要な
情報を盤皇する,_

【サーベイランス】

|

塾轟描去驚インフルニンザ|二閲

'る
通常の,Tベイランスを継続する。第二

段階に引き続き、新型インフルエンザ患者及び入院患者の金数把IFE、 学校等

であインフルエンザの集団発生の把握の強化を実施するが、患1著1薮らヽ増加|し

墨1晨 1藩ltl蔵薪壼レリ|夕′IIE'|'慧著1農意1人1娩1態1著|あ1全1薮:こ塩|ま●ILti董走
‐軸 二:臨壼J憮:辣 すら1皇裁二1妻無籍

=:蘊
燿 颯ヨ菫:褻

1鍾轟壺t釧亡にうJヽそ|=薔驚|あ 1与|■|べ|イラジ|ス:ご農tiス 1面1暑準|あ1若症著い継
懇|み絶継i=うtヽそ1よ■■|ず|る11

・ 国内の発生状況をリアルタイムで把握し、都道府県に対して、発生状況を迅
速に情報提供し、必要な対策を実施するよう要請する。

…

I調査研究】

・ 発生した国内患者について、早期には、積極的疫学調査チームを派遣し、感

染経路や感染力、潜伏期等の情報を収集・分析する。

・68・
‐69・

レ7-ク 第二■段階 /7″発生早期

'新型インフルエンザ迅速診断キッ トの有効性や治療の効果等に関する調査
研究と分析を速やかに行い、その成果を対策に反映させる。

【情報提供】

, 国民に対して静1用可能なあらゆる蝶体・機関を活用し、国内外の発生状況と

具体的な対策等を対策の決定ブロセスや、対策の塾堕、対策の実施主体とと

|も 11詳細に分かりやすく、で書る限リユ速1捕報提供する。

量

“

●:感著
=‐

なら|た場薇
''1対

慮|て,菫診あ芳継1馨

'1甚

1蔵1知1子ス
=|ま

|だI卓藤辱
軸 縣 轟 森 殊競釜1減

^`め

1藤藤

"藤
iわ●● 面 動

|¨
・ 国民からコールセンター等に寄せられる問い合わせや地方自治体や関係機

関等から寄せられる1青報の内容も踏まえて、国民や関係機関がどのような情

節を必専ル l′ ているか夕檀輝 し、再彦の情報提供に反 5央する^

【1吉報共有】

・ 地方自治体や関係機関等とのインターネット等を活用したリアルタイムか

つ直接的な双方向の情報共有を強化し、対策の方針の迅速な伝達と、対策の

現場の状況把握を行う。
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眸

略

【コールセンターい の継塗尋躍割

・ 難道府塁 1_童EX戦村癬嬌罫判啓等に対し、状況の変化に応じたQ&Aの 改定事
版を配布し、襲暮線暮コールセンター線談暮畢の継続誤碁を要請する。■畢

-
・ 碁善続善_国のコールセンターを継翫遅善する。事導4導丼際欅準

【国内での感染拡大勝墓抑制策】

・ 迎醐 笠に対し、地域発生早期となった場合l二 |よ、患煮全の対応 (治療 i

隔離)や患者の濃厚接触者の対応 (外出自粛要請、健康観察等)な どの措置

を行うよう要請する。

・ 都道府県等や医療機関等に対し、患者の同居者、濃厚接触者、同じ職場等に

ぃる者L難 医療従事者x底救急隊彙警搬送従豊者笠時 十分な防御

なく曝露した際に1ま碁^の、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与を行う
よう要請する。

―・ 都道府県等や関係機関に対し、病院、高齢者施設等の基礎疾患を有する者が

集まる施設熾、多数の者が屋住する施設等に押する感染予防策を強1ヒするよ

う要請する1

●

豪職|力面荊豪|あ嚢濾iミ資残 .1白1姜遊1宗千111ども

'=|1必

要な場合には、_都道府

レ7-ク プ霧」段1培 /3''労 4享〃

県等又は業界団体等に対し、発生地域の住民や関係者に対して次の要請を行

うよう依頼し、又は直接要請を行う。

> 学校、保育基善施設等の設置者に対し、臨時休業及び入学試験の延期等
を行うよう要請する。曇早基勢毎碁〒共都科学書■

≧ 集会主催者、興
`テ

施設等の運営者に対し、活動を自粛すうよう要請する。

> 住民、事業所、福祉施設等に対し、畢系募靱嗜男降与が■一手洗い、墜
エチケット等を強く勧奨する。また、事業所に対して新型インフルエン

ザ様症状の認められた従業員の出勤停止・受診の勧奨を要請する。■畢

-> 事業者に対し、職場 l―おける感染予防策を徹底不要不幕→業務寺縮+す
るよう要請する。■嬰係箸ヰ■

と__公共交通機関等に対し、感染したおそれの高い手Jヨ月]者へのマスク着用の

励行の呼びかけなど適切な感染予防勝基丼策を講ずるよう要請する。

た 情11必要な場合に1ま、住民に対し、可能な限り71・出を控えるよう黒請す

眸

【特 鞭 】

,渡航者・入国者等への情報提供・注意喚起を継続する。

・ 在外邦人支援を継続する。

・ 感染したおそれのある者に対しては、不要不急の出国を自粛するよう勧告す

る。また、発熱症状等が見られる者がチェックインしようとした場合には拒

否を行うよう、航空会社等に要請審 する。

~     :    |

■検疫法第 18条第 4項及び第 5項、感染l‐
~法
第 15条の 3

‐71・
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_【医療ム担Ω驚備】

:■1都道府県等に対し、第一段階に引き続き、帰国者・接触者外来における診療

体制を継続するよう、ただし、1必1菫お|ヽ4■,た1藤I=藤11話画著|1濃機培森1菜|を
:減轟轟威滋藤意藍1証1輛10価 :``診1蔚る予い帷1滋任する■|'I
I嚢1謡1薔

'お

f

【患者暴事操幾暮への対応笠】

l都道府県等に対し、以下を要請する。

> 新型インフルエンザと診断された者に対しては、原則として、感染症
法に基づき感染症指定医療機関等に移送 4し 、入院勧告“を行う^

|

|

4
ゴ:1蔀適編 必1嚢|ど綺麟した場書i二|1地方籍1生1耕1究1読:1鳥 tヽそ11薪壺|イ‐

_ 壺リル・ ・/1チ|あ|10に1穣1春を満
=i奎
た0新コイ|シ|シ7pIIジザ慧著あ|

Pcl熱1機蓋i=晨撼1確 1走1診1断は11絶義|=お●る1患1著薮もヽ極あ|で夢なtヽ議薩

1溶翼1鰹まおt'あ|そ|ありtl患藩1藪島嗜減tiた 1毅 1皓 |ぞぼ|||1轟薔ぼ量1虚
著撃|=雌楚ttl特ち■|

■―医療機関の協力を得て、当惑堵当写事J宅築4」

●感染症法第 19条 、第 20条及び第 26条
1ヽ 感染症法第 21条及び第 26条

72 ・73・

げ―ク 第
「
殴轄 /7カ発夕見″

> 新型インフルエンザ患者の同居者、濃厚接触者、同じ職場等にいる者、
医療従事者又は救急隊員等搬送従築者等が十分な防御なく曝露した際

量墜二饉∠_ン2とこと二2■とス

ー
畢井尋■撃与率井寿薬の手勝操与及び有症時の対応を指導する。なお、

症状が現れた場合には、感染症指定医療機関等に移送する。

I篠療機関霊ヽ の:情報触 |

11111二
「ぎ続き●‐新型ィジ|'',三 |ンザ|あ 1診

‐
断|・治療に贅する特華

"奪

を
=1直
療機関1友

む底績1従1事1著|=通遠に襲1棋‐する11

【抗インフルエンザウイルス薬】

・ 第二段階の
―
地域発生期の状況を予測し、引き続き、者「道府県等や医療

lgl関に対し、抗インフルエンザウイルス薬を適切に使用するよう要請すると

ともに、患者の濃厚接触者に対し、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与

を行うよう要請する。楽編昭勇引襲年■

・ 一引き続き、抗インフルエンザウイルス薬の適正な流通を指導する。碁畢基

警

【医療機関・薬局における警戒活動】

・ 医療機関・薬局及びその周辺において、混乱による不測の事態の防止を図る

ため、必要に応じた警戒活動等を行う。長善察寿■

・ 第■段階 (海外発生期)の記勲を参照9
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【事業者の対応】

全国の事業者に対し、職場における感染予防策や、事業継続に不可欠な重要

業務全の重点化          に向けた畢経み IT嶽蝉錮騨界■の感染

勝墓業を開始するよう要請する。■轟係暮幕■

社会機能の維持に関わる事業者に対し、事業継続に向けた取組みを要請する。

-

【犯罪の予防・取締り】

・ 混乱に乗じて発生が予想される各種犯罪を防止するため、犯罪情報の集約に

努め、広報啓発活動を推進するとともに、悪質な事犯に対する取締りを徹底

する。

―

:7-,メ  〃 二歳ヽ

74‐
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3)…`感繰 系 ‐ い 離 鵜 薦 発 善 籠 綿 綽

-      1

-・
―

←

軒

新型等■馬科婆ニユ事政府対策本部は、諮問委員会の意見を踏まえ、国全体と

して第二段階感染幕夫期に入ったこと              を宣言

するとともに、そ基等轟O暴階毎幕碁暮対策の基本的対処方針を決定する。

【国際的な情報収集l

・ 海外二の新型インフルエンザ等の発生状況や各国の対応について、霜崩纏裏

国際機関 l諸 71・国等を通じて必要な情報を収集する。4厚生事距H異勢輌弊各■

(地域未発生期 )

各都道府県において患者が発生していない状態

(地域発生早期 )

各都道府県において患者が発生しているが、全ての患者の接触歴

を疫学調査で追える状態

(地域発生期)

各都道府県において患者の接触歴が疫学調査で追えなくなつた状

態 (感染拡大からまん延、患者の減少に至る時期を含む。)

¬)医療提供体制を維持する。

2■)健康被害を最小限に上どめる抑幕る。
3)長療機籠守社会 ,経済活酔 への影響を最小限に_とどぬ鋳 。

Q感染拡大を1上めること1ま困難であり、対策の主限を、早期のi員極的な感染

拡大型tll歳から披霞軽減li切り替える。ただし、学校笠の臨時体業や集会

の自粛といった一部の感染拡大Ip制策を継続し、感染拡大をなるべく抑え

るよう努める。

○地域ごとに発生の状況は異なることから、都道府県ごとに実施すべき対策

Ω半J断を行う,

0状況に応じた医療体制や感染拡大抑常1策、フクチン接種、社会 l経済活動
の状況等について周知し、個人一人ひとりがとるべき行動について分かり

やす〈説明するため、積極的な情報提供を行う。

O流行のピーク時の規模をできるだけ小さくし、入院患者や重症患者の数を

なるべく少なくして医療体制、の彙荷を軽減する,

0医療提供体制の維持11全力を尽くし、必要な患煮が輝切な医療を受けられ
るようにし健康被害を最小限にとどめる。

○欠勤者の増大が予測されるが、最低限の国民生活を維持するため必要なラ

イフライン等の事業活動を継続する。また、その他の社会・経済活動をで

豊ん退2継続すん,
0彙診患蛍数を減榮 世、入院患者数や重症患動 をlrpぇ、医療提供体制全
の負荷を軽減するため、バンデミックワクチンの機種を早期に開始できる

よう準備を急ぎ、パンデミックワクチンが利用可能な場合は、できるだけ

速やかにできるだけ多くの国民に接種する。

Q送滉Q進展二応_じ【、と要性の低下した粒策の縮J、 1中ムを図る。鶏

一
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|

―

…

【サーベイランス】

1學善続善_イ ンフルエンザ |二関する通常のサTがイランスを継続する.■手

・ 引き続き、国内の発生状況をリアルタイムで把握し、都道府県等に対して、

発生状況をilt連11情報提供し、必要な対策を実施するよう要請する,メ長寺

暴

_工調査皿究】

131童続童A感染経路や感染力、潜伏期等の情報を収集 1分析する1まか、新型

インフルエンジ迅速診断■ットの有効17■や、特!二薫症の患者の工林 1治療法

と転帰等、対策に必要な調査研究と分析を速やかに行い、その成果を対策に

反映させる。                    、

;クー .メ プ霧1践稀 /1//夕が′″掬曝鶴わり聯裟発絶%解4峯″

・ 引き続き、国民から珀―ルセンター等に寄せられる問い合わせや地方自治体

や関係機関等から寄せられる1青報の内容も踏まえて、国民や関係機関がどの

ような情報を必要としているかを把握し、再度の情報提供|二反映する,と

【情報共有】_

・ 地方自治体や関係機関等との、インターネット等を活用したリアルタイムか

つ直接的な双方向の1青報共有を継続し、対策の方針を伝達するとともに、都

道府県単位での流行や対策の林況を的確 |「把握する。

【ヨ

「

ルセンタ:Tの継統】

:都道府県 1市区町1ll―対し、状況の変
`ヒ

に応したQ仁 ハの改定版を13布 し、
コールセンターの継続を要議する、

,国のコールセンターを継続する。

発生状況と具体的な対策等を、対策の決定フロセスや、対策の理由、対策の

実施主体とと、■11群細l三分かりやすく、できる限り迅速に情報爆供する。

‐78・
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1イーθ 第二段階

【国内での感染拡大勝墓抑制策】

・
‐驚曲 豊に対―しヽ_蝉 発生却となった場合!=,議煮の農属接触煮を特定し
ての措置 (外出白粛要請、健康観察等)は中止するよう要請する。

・ 都道府県等や医療機関に対し、事寿延期地域発生期となつた場合は■轟■る

患者との濃厚接触者 (同居者を除く。)及び同じ職場等にいる者への抗イン

フルエンザウイルス薬の予防投与を原則として見合わせるよう要請すると

ともに、患者と同居する者に対する予防投与については、纂尋殺繕■釜尋る

iΩ効果を評価した上で継続の有無を決定する。事調鶉鋼製等

・ 者「道府県等や関係機関に対し、病院、高齢者施設等の基礎疾患を有する者が

集まる施設や、基路等多数の者が居住する施設等における感染予防丼策を強

化するよう帯要請する。

純讐1儀詰する|■|=1雲議
=る=|

-

>学校、像童嘉 施設等の設置者に対し、臨時休業及び入学試験の延期等
を行うよう要請する。

>集会主催者、興行施設等の運営者に対し、活動を自粛するよう要請する。

>住 民、事業所、福祉施設等に対し、尋異与の寿丹■与が熟一手洗いニユ

r― `,″I脅″

エチケット等を強く勧奨する。また、事業所に対し、新型インフルエン

ザ様症状の認められた従業員の出勤停止・受診の勧奨を要請する。暴畢基

響

>事業者に対し、職場11おける感染予防策を徹底するよう不要不暮の業務
暑綿■率る去与要請する。■嬰係暮暮井

″ 公共交通機関等に対し、‐感染したおそれの高い手」ヨ尋者へのマスク着用の

励行の呼びかけなど適切な感染予防鵬 策を講ずるよう要請する。■暑

>特に必要な場合には、住民に対し、可能な限り外出を控えるよう要請す
ることを検討する。

流行がビ‐クを越えた後嘲 には、上記の感染醐り喘繍基等集感染拡大抑制

策を毅繕約毎縮小する。い

【挨長入国者対策等】

・轟脅あ
―
農1疫体需1に戻|す L

' 国内での発生状況を踏まえつつ、入国者への特別の1青報提供を順次縮小する。

渡航煮筆、の情報提燿 注意喚起を継続するゃ

●

事暮〒在外邦人支援を継続する。い

【患者への対応等】

者「道府県等に対し、以下を要議する           。梨曝嬰寿靭等■

(感染甚共期地撼発生早期における対応)

″_第二段階に引き続き、発熱帰国者・接触者外来における診療鵜 、感

染墓碁辱基馨4患者の入院措置等を実施する韓

80



1/-3 舅先生段鼈 /うク''■ ■蒻みを場くり冒らくら多鰊

>必要が生じた際には、帰国者・接触者外来を指定しての診療体制から一
般の医療機関でも診療する体制とする。

(慕寿長期地域発生期における対応)

,帰回薇r撮触者外来、帰国煮 :接触者相談ヤンタI及び、感染Ji法 1二基
ゴ_く患者の入院措置を中止し、新型インフルエンザの患者の診療を行わ

ないこととしている医療機関等を除き、原則として全その共鴨医療機関

において新型インフルエンザの患者の診断一暮療を行う二

>碁碁寿■〒入院治療は重症患者を対象とし、それ以外の患者に対しては
在宅での療養を要請するよう、関係機関に周知する◇

>入院患者数と病床利用率の状況を確認し、病床の不足が予測される場合
には、患者治療のために公共施設笠の利用を検討する。公共施設等を利

用した場合は、流行がピニクを越えた後、その状況壁応じ■二豊整を医

療機関に移送する等により順次閥鱗する,

>地域発生期となった場合は患者との農厚接力1者 (口居査を除く9)及び曰
じ職場等にいる者への抗インフルエンザウイルス薬の予防投与を原則と

して見合わせるよう要請するとともに、患者と同居する者に対する予防

投与については、その効果を評価した上で継続の有無を決定する。供

ウ 螢 』 腱 6盤 去 _

― ―

>医 療機関における人的被害及び医療資器材・医薬品の在庫状況を確認し、
新型インフルエンザやその他の疾患に係る診療が継続されるように調整

する。

:γ一、1 第■渋鼈

:

||=餞 1続讐11薪壼|イラ

''レ
=|ジ
,あ診断●格機に資する構燎事を

=1崖
療機関1笈

i:薩農‐従事著た砲逮|=提1供|する1

【抗インフルエンザウイルス薬の備蓄・使用】

・ 国及び都道府県における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量の把握を行

う。また、各都道府県毎の抗インフル手ンザウイルス薬の流通状況を調査し、

患者の発生状況を踏まえ、抗インフルエンザウイルス薬が必要な地域に供給

されているかどうかを確認し、者F道府県の要請等に応じ、国備蓄分を配分す

る等の調整を行う。事編墜導斜辞崖嘉

【在宅患者への支援】

・ 都道府県及び市区町村に対し、関係団体の協力を得ながら、在宅で療養する

新型インフルエンザ患者への支援 (見回り、訪問看護、訪間診療、食事の提

供、医療機関への移送)や自宅で死亡した患者への対応を行うよう、要請す

る。コ繹暑生事鋼動40ヒ

【医療機関・薬局における警戒活動】

・引き続き、医療機関・薬局及びその周辺において、混乱による不測の事態の

防止を図るため、必要に応じた警戒活動等を行う。

一

第■段階 (海 II・発生期)の記戦を参照,

‐82‐



レ7-3 第二段階 μ
"″

【事業の縮小・継続】

・ 全国の事業者に対し、           職場における委e感染予防防
墓策を講じ、事業継続1二不可欠な重要業務金の薫点イじを図る講事るよう要請

する。■嬰係碁井■

。社会機能の維持に関わる事業者に対し、事業の継続を要請する。そ聾籐纂皐嘉

【社会的弱者笠への支援】

・ 市区町村に対し、必要に応じて、住民の生活支援や、在宅の高齢者、障害者

事喜齢巻等の社会的弱者への基轟支援 (見回り、介護、訪間看護、訪間診療、

食事提供等)、 搬送、死亡時の対応等を行うよう要請する。■厚基勢働暮■

【遺体の火葬・安置】

・ 都道府県に対し、火葬場の経営者に可能な限り火葬炉を稼働させるよう、

″ .1第二:″雛

要請する。

・ 都道府県を通じ
=_市
EXl旺在寸に対し全J昇繕‐死亡者が増加し、火葬能力の限界

を超えることが明らかになった場合には、一時的に遺体を安置する施設等を

直ちに確保するよう         要請する。■畢基勢鶉碁■

【犯罪の予防・取締り】

・ 引き続き、混乱に乗じて発生が予想される各種犯罪を防止するため、犯罪情

報の集約に努め、広報啓発活動を推進するとともに、悪質な事犯に対する取

締りを徹底する。■警察睾嘉

・84・



|マー′ 事饉段鼈 〃渡 〃

・           政府対策本部は、諮問委員会の意見を踏まえ、第四

段階に入つたことを宣言する。■納器碁易守会碁井■

・
―
これまでの各段階における対策に関する評価を行い、必要に応じ、待勤

轟喜〒募率ギ与イ■〒指針・勧告等の見直しを行う。■畢基勢働等〒善幕等

幕

げ―イ 第四段階 ″康期

【國艶」を整理 塁】__

1海 91・での新型インフルエンザの発生状況や各国の対応11ついて、国際機関 :
諸外国等を通じて必要な情報を収集する.

【サニベイランス】

一暑調築製猥嘉義目継朝報申
ヒ &縛学碁篠尋贈響纂曇基

・

―

インフルエンザ|二関する通常0,Iバイラ_ンスを継続する,_手携

。再流行を早期に探知するため、学校等でのイン2ルエンザの集団発生の把握

を強1ヒする。

【情報提供】

眸

醸

・ ■[豊饉豊、国民に対L呻 生埜二空登基堡上機関を活用し、第一波の

終息と第二波発生の可能性や
7cれ

l‐
~備
える必要性を情報提供する.と

一 国民からョ=ル
t7ン タT等 !二寄世られた問い合わ L■や地方自治体や関係機

関等から寄せられた1青報の内容を総括し、実施した対策を評価し、流行の第

甲 ||||い|すや
幕■る斗帰議ЭII‐‐

111‐

||||||||||||||‐ | ‐
||‐ |||||‐

‐
||||||||||||||||||||‐

||||‐

‐
|||||| ‐ |  ‐‐

‐
||‐
|||||‐ ||‐

||‐
||||    || ‐ ‐

|‐

|  |‐
||‐

|‐
||

予想|される状況
〇窯者の発生が減少し、低い水準でとどまつている状態c

0★ 浦 行
`太

しヽ っ t‐ ス′終 魚 ^

対策|の口標

纂

¬)社会 。経済機能の回復を図り、流行の第二波に備える。

対策:の考え1方

○第二波の流行に備えるため、第一波に関する対策の評価を行うとともに、資

器材、医薬品の調達等、第一波による医療提供体制及び社会 1経済活動全の

影響から早急に回復を図る。

O第
=波
の終息とともに、第二波発生のコ能性やそれに備える必華性について

国民L憶担提供する.
0情報収集の継続により、第二波の発生の早期探知に努める。

O第二波の流行による影響を軽減するため、未接種者を対象L△≧デミックワ

クチンの接種を進める。■婆轟軒期鶉契率妄幕与螂嚇幹纂沖(評岳鶴暴■致ゆ

・86‐



|クー./ 事四段階 ″,康期

二波に向けた見直しを行う。

上情報共有】

■_地左自治壼 関係機閣笠と0イ ンタTネット笠を活用したリアルタiイ ムか
つ直接的な双方向の情報共有の体制を維持し、第二波に備えた体制の再整備

に関する対策の方針を伝達し、現場での状況を把握する。

【コールセンター相談暮暑の縮小】

・状況を見ながら、国2ョ
=ル
上ンタIを縮J、するとともに、都道府県I ttEXI

町村に対し等のコァルセンター縮小を要請する

―

。・ T(手写LξLI'多 4島撃4LI卜 =                        ,

【国内での感染拡大勝墓抑制策】

・ 各地域の流行状況感染動轟を踏まえつつ、都道府県等に対し、丼義半学校等

の臨時休業や集会の自粛等の感染拡大抑割l策の中止の目安を示す。の解除〒

卜辮鵜等集入国者対策笠】        ′

・ 海外での発生一轟得状況を踏まえつつ、幾義暮暴〒渡航者一碁異暑春等への

勢 情報提供・注意喚起暮報拳指導等を順次縮小する。■丼蓄善〒畢基募

降

レ7-イ  第四段階  グヽ康期

【医療体制】          .     ′

・ 都道府県等に対し、共の慕毎尋■寿以下を要請する。■婿望⇒勢穿年■

> 新型インフルエンザ発生前の通常の医療体制に戻す。

> 不足している医療資器材や医薬品の確保を行う。

【抗インフルエンザウイル不薬】

・ 量内外で得られた新型インフルエンザについての知見を整理し、適正な抗イ

ンフルエンザウイルス薬の使用を含めた治療指針を作成し、都道府県及び医

療機関に周知する。■畢基募働暮■

・ 流行の第二波に備え、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を行う。条畢基井

降

:節
「

段階 (海外発生期)の記載を参照.

碁事寸=リニる等撃律接曜棄野帰始事く発事壻認塵準麟

←

・ 88・ ・89・



|クー′ 弟″駒多 〃藤翔

1__全量の豊難 に対し、各地採の流行株況を踏まえつつ、事業継続に不可欠な

重要業務への重点化のため、縮小・中止していた業務を再開しても差し支え

ない旨周知する。

・ 社会機能の維持に関わる事業者に対し、これまでの被害状況等の確認を要請

するとともに、流行の第二波に備え、事業を継続していくことができるよう、

必要な支援を行う。

一

ー



(男1)恭 1)

新型インフルエンザ発生時等における対処要領

※今後、内閣官房等と調整して作成予定

(別添 2)

鳥インフルエンザヘの対応

【国内で鳥インフルエンザが人に感染した場合の対応】

・ 速やかに関係省庁対策会議を開催し、情報の集約・共有・分析を行うととも

に、人への感染拡大防止対策に関する措置について協議 。決定する。■再器

【国際間の連携】

・ 家きん等における高病原性鳥インフルエンザの発生や鳥インフルエンザの

人への感染、それらへの対応等の状況について、海外関係機関等との情報交

換を行う。■導4易綱峰キ導諄制峯醸鋳事尋需事料島■鼎寡年_井務各嘉

【情報収集】

・ 鳥インフルエンザに関する国内外の情報を収集する。■畢基募錫碁守農幕基
基 等 〒 井 務 箸 〒 妾 邦 科 学 暮 ■                 

｀

> 情報収集源
/ 国際機関 (WHO、 OIE、 国連食糧農業機関 (FAO)等 )
/ 在外公館
/ 国立感染症研究所
暴

/ 国立大学法人北海道大学
/‐ 独立行政法人動物衛生研究所

/ 地方自治体
/ 検疫所



【家きん笠における高病原性鳥インフルエンザのサーベイランス】

・ 家きん等におけるインフルエンザのサーベイランスを実施する。■農暮基墓

・ 家きん飼養者等からの異常家きんの早期発見・早期通報を徹底する。■暴幕

―
・ 渡り鳥の飛来経路や高病原性鳥インフルエンザウイルス保有状況に関する
調査を実施する。■暴義暮■

【鳥インフルエンザの人への感染に対するサーベイランス】

・ 鳥インフルエンザによる人への感染について、医師からの届出により全数を

把握する。

…

【鳥インフルエンザ発生等の場合の情報提供】

。 国内で家きん等に高病原性鳥インフルエンザが発生した場合や鳥インフル
エンザの人への感染が確認された場合、発生した地方自治体と連携し、発生

状況及び対策について、国民に積極的な情報提供を行う。条畢基勢鋼事〒長

【在外邦人への情報提供】

・ 在外邦人に対し、海外での家きん等における高病原性鳥インフルエンザの発

生状況や鳥インフルエンザの人への感染状況について情報提供、感染予防の

ための注意喚起 (養鶏場や生きた鳥が売られている市場への立入り自粛等)

を行う。

・ 国内の各学校等に対し、鳥インフルエンザの発生国に留学している在籍者に
感染予防丼策についての周知徹底するよう、要請する。■致等降ギ葬年■

。発生国の日本人学校で、家きん笠を飼養している者に対し、家きんと野鳥と

の接触を避けるよう、周知徹底を行う。楽美部科学等■



【家きん 。輸入動物における高病原性鳥インフルエンザの防疫対策】

(国内での発生予防)

。 家きん疾病小委員会において防疫対策を検討するとともに、高病原性鳥イン
フルエンザに関する特定家畜伝染病防疫指針に基づき、対応する。裏農幕基

癬

高病原性鳥インフルエンザ発生国からの入国者の靴底消毒、車両の消毒等を

実施する。

一国内飼養家きんにおけるo発生予防対策として、農場段階における人や車両
の消毒、野鳥の侵入進異防止対策等の衛生管理の徹底を指導する。長義琳来

諄

高病原性鳥インフルエンザが急速に拡大し、迅速なまん延防止措置が困難と

なる事態に備えて、緊急接種のため昇の家きん用のワクチンを備蓄する。4農

ー
高病原性鳥インフルエンザの防疫対策として必要となる資器材 (イ ンフルエ

ンザ迅速診断キット、マスク等)を確保する。

学校 ,家庭を含めて家きん笠を飼養している者に対して、家きんと野鳥との

接触を避けるよう、周知徹底を行う。

牛

(国内で発生した場合の対応)

。者「道府県に対して、感染家きん等への防疫措置 (患畜等の殺処分、周辺農場

の飼毒家きん等の移動制限等)について助言することにより、感染拡大を防

止する。■讐許嗣博馨纂■

・ 高病原性鳥インフルエンザが急速に拡大し、迅速なまん延防止措置が困難と

なつた場合には、必要に応じ、家きん用の備蓄ワクチンを使用する。―

…

殺処分羽数が大規模となる等、緊急に対応する必要があり、都道府県による

対応が困難である等やむを得ないと認められる場合には、都道府県からの求

めに応じ、自衛隊の部隊等による支援を行う。事務毎暮■

,都道府県に対して、農場の従業員、防疫従事者等の感染防御 (ウイルス学的
検査、マスク・防護服等の使用、予防接種・抗インフルエンザウイルス薬の

予防投与等)について必要な支援及び要請を行う。■農幕基基善〒畢基券鶉

纂

・ 家畜伝染病予防法 (昭和 26年法律第 166号 )に基づく患畜等に対する手当

金に加え、互助基金や融資制度により、影響を受けた農家の経営再開等を支

援する。■等諄機降娑各事

,発生確認後速やかに感染経路究明チームを立ち上げ、感染源・感染経路に係

る調査を開始する。碁轟幕基基碁■

。発生情報について、OIEに 通報する。

―
。 防疫措置に伴い、防疫実施地域における必要に応じた警戒活動等を行う。尋
籍

・ ペット鳥取扱業者や、動物園等において、濃厚に鳥と接触する飼育者等に異

常が認められた場合には、健康チェック等を行うよう都道府県に要請する。

…

(輸入動物対策)

。 輸入された鳥が、国内において感染鳥であつたことが判明した場合には、関
係する自治体と連携し、追跡調査等を実施する。必要に応じて、自治体に対

し、殺処分等の措置を行うよう|1示する。長摺昭箋襲諄各■

・ 高病原性鳥インフルエンザの発生国からの生きた鳥類、家きん肉等の輸入を

停止する。

・ 輸入可能な国・地域からの鳥類・家きん肉等の輸入に関しては、高病原性鳥

インフルエンザに係る無病証明等を輸出国衛生証明書により確認するとと

もに、家きん。家きん肉等は動物検疫を実施し、侵入を防止する。事長率基



【

―

             】

鯰̈ 疫F■にお 1■る対m

・ 検疫所は、鳥インフルエンザ (H5Nl)について、■―尋4与与手―等碁丹
有症者の早期発見に努めるととも

に、有症者の対応に必要な備品、検査機器等を十分整備し、検疫法■曜報纂

鉢当議解群卜基準尋■に基づく診察、健康監視、都道府県知事への通知等盗実

重

―

する。

…

(国内で鳥インフルエンザが人に感染した場合の対応)

・ 者「道府県等に対し、必要に応じて、疫学、臨床等の専門家チームを派遣L
暴 積極的疫学調査を実施する。

■__難道菫塁笠l■ttL。_農学調査や榊 者全の対応 (外出自鳳の要請、抗インフ

ルエンザウイルス薬の予防投与、有症時の対応指導等)、 死亡例が出た場合

の対応 (埋火葬等)等の実施を要請する。

・ 鳥インフルエンザ感染が疑われる者 (有症状者)に対しては、外出自粛を要

請する。

・ 防療措置に伴い、防疫実施地域における必要に応じた警戒活動等を行う。《
帰

・ 鳥インフルエンザ感染が疑われる者 (有症状者)に対しては、出国自粛を要

請する。

…
・ 国内発生情報について、国際保健規則 (IHR)に 基づき、WHOへ 通報す
る。

…

【国内で鳥インフルエンザが人に感染した場合の医療の提供】

。都道府県等に対し、感染鳥類との接触があり、感染が疑われる患者に対し、

迅速かつ確実な診断を行い、確定診断がされた場合に、適切な感染拡大抑制

丼策を講じた上で、抗インフルエンザウイルス薬の投与等による治療を行う

よう、助言する。■辱略J輿辞年■

・ 都道府県等に対し、患者の検体を国立感染症研究所へ送付し、亜型検査、遺

伝子解析等を実施するよう要請する。また、検査方法について、各地方衛生

研究所で実施できるよう情報提供を行う。事導嘔事昇際纂■

・ 都道府県等に対し、                 鳥インフルエンザ

(H5N¬ )の患者 (疑似症患者を含む。)について、感染症法に基づき、
入院等の措置を講ずるよう要請する。事尋墜導糾辞準嘉

・97・ ‐98・



【用 語 解 説】

※アイウエオ順

○ インフルエンザウイルス

いるインフルエンザウイルスは0抗原性の違いから、A型 、B型、C型に大き
く分類される。人でのパンデミックを弓|き起こすのはA型のみである,A型 は
さらに、ウイルスの表面にある赤血球凝集素 (HA)と ノイラミニダーゼ (N
A)と いう、2つの糖蛋自の抗原性の違いにより亜型に分類される。(いわゆる
A/ソ連型 (H¬ Nl)、 A/香港型 (H3N2)と いうのは、これらの亜型を指
している。)

○ 家きん

鶏、あひる、うずら等、家畜として飼養されている鳥。

なお、家畜伝染病予防法における高病原性鳥インフルエンザの対象家畜として、

鶏、あひる、うずら、きじ、だちょう、ほろほろ鳥及び七面鳥が指定されてい

る。

O感 染症指定医療機関
感染症法に規定する特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関、第

二種感染症指定医療機関及び結核指定医療機関のこと。

*特定感染症指定医療機関 :新感染症の所見がある者又は一類感染症、二類感染症

若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者の入院を担当させる医療機関とし

て厚生労働大臣が指定した病院。

*第一種感染症指定医療機関 :一類感染症、二類感染症又は新型インラルエンザ等

感染症の患者の入院を担当させる医療機関として都道府県知事が指定した病院。

キ第二種感染症指定医療機関 :二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の患者

の入院を担当させる医療機関として都道府県知事が指定した病院。

*結核指定医療機関 :結核患者に対する適正な医療を担当させる医療機関として都
道府県知事が指定した病院若しくは診療所 (これらに準ずるものとして政令で

定めるものを含む。)又は薬局。

○ 感染症病床〒絡鞍病集

病床は、医療法によって、一般病床、療養病床、精神病床、感染症病床、結

核病床に区別されている。感染症病床とは、感染症法に規定する新感染症、二

類感染症、二類感染症及び新型インフルエンザ等感染症などの患者を入院させ

るための病床である。

幕

―

Ω 帰国者・接触者外来

発生国からの帰国者や国内患者との濃厚接触者であって、発熱 ,呼吸器症状等

を資■る立のを対象とした▲基=

Ql量回煮 :接摯煮相談ヤンタ‐
発生国から帰国した者又は新型インフルエンザ患者への濃厚接触者であつて、

発熱・呼吸器症状等を有する者から、電話で相談を受け、帰国者・接触者外来

○ 抗インフルエンザウイルス薬

インフルエンザウイルスの増殖を特異的に阻害することによって、インフルエ

ンザの症状を軽減する薬剤。ノイラミニダーゼ阻害剤は抗インフルエンザウイ

ル薬の一つであり、ウイルスの増殖を抑える効果がある。

○個人防護具(Personal Protective Equipment: PPE)及 び防護服
エアロゾル、飛沫などの暴露及び偶発的な接種のリスクを最小限にするための

パリアとして装斎するマスク、ゴーグル、ガウン、手袋等をいう。の導髪丼二_

病原体の特基幕纂幕の場

感染経路や用途 (スクリーニン

グ、診察、調査、侵襲的処置等)に応じた適切なものを選択する必要がある。

○ サーベイランス

見張り、監視制度という意味。疾患に関して様々な情報を収集して、状況を監

視することを意味する。特に、感染症法に基づいて行われる感染症の発生状況

(患者及び病原体)の把握及び分析のことを示すこともある。



○ 指定届出機関

感染症法に規定する五類感染症のうち厚生労働省令で定めるもの又は二類感

染症、三類感染症、四類感染症若しくは五類感染症の疑似症のうち厚生労働省

令で定めるものの発生の状況の届出を担当させる病院又は診療所の晏善〒とし

【、_凱道血県知車が指定しなもの。

Ω 死亡率(MOrtality Rate)

流行期間中に、その疾病に罹患して死亡した者の人口当たりの割合。こ■での

疾病樹本、新型インフルエンザを指す。

○ 人工呼吸器

救急時・麻酔使用時等に、患者の肺に空気又は酸素を送つて呼吸を助けるため

の装置。

Ω 積極的疫学調査

患者、その家族及びその患者や家族を診察した医療関係者等に対し、質問又は

必要な調査を実施し、情報を収集し分析を行うことにより、感染症の発生の状

況及び動血ュ
=こ
の原因を現らかにすること,^感染症ム第 15条に基づく調査を

上09

Ω 致死率(Case Fatality Ratの

流行期間中に、その疾病に罹患した壺のうち死宣立登童の害墜ヒニこでの疾症
とは、新型インフルエンザを指す

^

Oト リアージ
災害発生時などに多数の傷病者が発生した場合に、適切な搬送、治療等を行う

ために、傷病の緊急度や程度に応じて優先順位をつけること。

○ 鳥インフルエンザ

ー般に、A型インフルエンザウイルスを病原体纂暑とする鳥の感染症のこと。
このうち、家きんに対し高い死亡率を示す与碁特■強■痛源基基幕峯 ものを「高

病原性鳥インフルエンザ」という。

盛塁農ユ|■おい【は,鳥インフルエンザの病鷹体1■人が感染した場合、それが
H5NI亜型であれば二類感染症、H5NI亜型以外であれば四類感染症として扱われ

生

暮■き義

現時点で1よ、島インフルエンザ (い 1ヽ)ウイルスの鳥から人全の感摯や人から

本全の感染1ま濃厚に接触した場合l―限られて,)るが、このウイルスが人から人
へ効率よく感染する能力を獲得し新型インフルエンザを引き起こすことが懸念

されている。      ・

0濃 厚接触者
患者と長時間景合わ菫たな 4■より、麻原体合の感染が疑われる者Ъ轟製イ:ン
フルエンザ (HlNl)2009の 流行の際には、「新型インフルエンザ (A/Hl Nl)積 極

的疫学調査実施要綱」でその詳細が記載黎 された
―

c

Oパ ンデミック
感染症の世界的大流行。特に新型インフルエンザのパンデミックは、邊年尋纂

が共O善昇毎存基与与森今暮暮め毎ほとんどの人が新型インフルエンザのウイ
上必上整童左登免疫を持っていないため寿手、ウイルスが人から人へ効率よく感

染

―

じ等、世界中で大きな流行を起こすことを指す。

○ パンデミックワクチン

新型インフルエンザが発生した段階で、出現した新型インフルエンザウイルス

又はこれと同じ抗原性をもつウイルスを基に製造されるワクチン

○ プレパンデミックワクチン

新型インフルエンザが発生する前の段階で、新型インフルエンザウイルスに変

異する可能性が高い鳥インフルエンザウイルスを基に製造されるワクチン (現

在はH5N¬ 亜型を用いて製造 )。

O罹 嶽率 (A,t,9К  Ro19,
発病率と同義.流行期間中にその疾病に罹患した者の人口当たりの発生害1合。
ここでの維病ル1士、新型インフルエンザタキ旨す

‐101- -102‐



O PCR(Polymerase Chain Reaction:ポ リメラーゼ連鎖反応)
DNAを 、その複製に関与する酵素であるポリメラーゼやプライマーを用いて
大量に増幅させる方法。ごく微量のDNAであっても検出が可能なため、病原
体の挨喜検査に汎用されている。インフルエンザウイルス通1量子検出の場合は、

同ウイルスがRNAウ イルスであるため、逆転写酵素 (―Reverse Transcriptase)
を用いてDNAに変換した後にPCRを行うRT― PCRが実施されている。
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田代委員からのご意見

1. 「I はじめに」4段落目 (pl)

新型インフルエンザは、発熱、咳といつた初期症状や飛沫感染を主体と

する感染経路など、基本的にはインフルエンザ共通の特徴を有していると考

えられるが、高病原性 H5Nl鳥インフルエンザウイルス等に由来する強毒性
の場合には、高い致死率を伴 う大きな健康被害が予想される。新型インフル

エンザが発生していない現時点では、新型インフルエンザウイルスの病原

性・感染力等については分かっておらず、軽微なものから重篤なものまで

様々な場合が想定される。

「II インフルエンザとは」○鳥インフルエンザ (H5Nl)(p4)

○鳥インフルエンザ (H5Nl)

鳥に対して感染性を示す H5Nl亜型のインフルエンザウイルスを病原体と

する人の感染症で、近年東南アジアを中心にアジア、中東、アフリカで症例

が報告されている (2003年 H月 ～2010年 10月 発症者数 507名 、死亡者
数 302名 )。 現時点では鳥から人への感染や人から人への感染は、濃厚に接

触 した場合に限られているが、一旦発症すると、呼吸器に限局した通常のイ

ンフルエンザ症状に留まらず、多臓器不全を起こして致死率 60%の重篤な疾

患をもたらす。鳥インフルエンザ (H5Nl)の ウイルスが人から人へ効率よ

く感染する能力を獲得 し、強い病原性を示す新型インフルエンザウイルスに

変異した場合には、甚大な健康被害と深刻な社会・経済活動への影響をもた

らすことが懸念されている。

「Ⅲ 背景」5段落 日  (p5～6)・

2009年 (平成 21年)4月 、インフルエンザ (HlNl)2009が メキシコで

確認 され、世界的大流行 とな り、我が国でも発生後 1年間で約 2千万人が罹

患 したと推計 されたが、入院患者数は約 18万人、死亡者数は 198人、致死

率は 0001%と 、いずれ も行動計画の想定よりも低 く、死亡率についても、



諸外国と比較 して低い水準にとどまった。この経験を通じて、病原性が低い

場合の対応や実際の現場での運用等について、多くの貴重な知見や教訓が得

られ、その検証結果は、2010年 (平成 22年)6月 、「新型インフルエンザ

(A/HlNl)対策総括会議」報告書として取 りまとめられた。今回、この報

告書の提言等も踏まえ、行動計画等の更なる改定を行 うこととしたものであ

る。なお、2009年 (平成 21年)の経験を経ても、病原性の高い新型インフ

ルエンザ発生の可能性に変わりはなく、そのような新型インフルエンザが発

生した場合でも対応できるよう必要十分な準備を進める必要がある。

【コメント】

7ページの予測は、H5Nlに対するものではなく、必要十分な準備の前提

としては誤りである。これをしない限り、_本改訂の意味はない。

「IV 流行規模及び被害の想定」 (p7～ 8)

新型インフルエンザの流行規模は、病原体側の要因 (出現 した新型イン

フルエンザウイルスの病原性や感染力等)や宿主側の要因 (人の免疫の状態、

社会環境等)な ど多くの要素に左右されるものであり、様々な場合が想定さ

れるが、本行動計画では、一つの例として以下の推計を用いた。

罹患率については、全人口の は陽が新型インフル
エンザに罹患すると想

定した
4。

さらに、米国疾病予防管理センター (Centers for Disease Control and

Prevention)に より示された推計モデル
5を
用いて、医療機関を受診する患者

数は、約 1,300万人～約 2,500万人 (中間値約 1,700万人)になるとMにし
た。

入院者数及び死亡者数については、こ である約 2,500万人

を基に、過去に世界で流行 したインフルェンザのデータを使用し、アジアイ

ンフルエンザ等を中等度 (致死率 053%)、 スペインインフルエンザを重度

(跛櫃鶉屁蠅m)と して、新型インフルエンザの病原性が中等度の場合と重
度の場合の数の上限をはMした。

中等度の場合では、入院患者数の上限は約 53万人、死亡者数の上限は約

第 7回 ョーロッパインフルエンザ会議の勧告に基づく

FluAld 2.0著 者 Meltzerら (2000年 (平成 12年 ))

4

5



17万人となり、重度の場合では、入院患者数の上限は約 200万人、餘飩巡
となつた。なお、これらの推計においては、新型イン

フルエンザワクチンや抗インフルエンザウイルス薬等による介入の影響 (効

果 )、 現在の我が国の衛生状況等については考慮されていないことに留意す

る必要がある。

また、全人口の 25%が罹患し、流行が各地域で約 8週間続くとい う仮定

の下での入院患者の発生分布の試算を行つたところ、中等度の場合、1日 当

たりの最大入院患者数は 10万 1千人 (流行発生から5週 日)と 推計され、

ここだ |

されていない された。

【コメント】

健康被害の推定が、スペインかぜを最悪と想定しており、しかも Melder

の数式 (2000)を 使用しているなど問題が多く、H5Nlで予想される最
悪のシナリオが考慮されていないハ

最悪のシナ リオを想定した被害予測の前提が修正されない以上、国の基

本方針として、最悪のシナリオに対する必要十分な準備対応が出来るはずは

ない。

発症率 25%、 致死率 2%の根拠はない。ヨーロッパ等の記載 (H5Nlを考

慮 しているとは考えられない)を援用して、被害想定をそのまま書くこと自

体が、真面目に対策を検討 しているとは考えにくい。

従って、7ページの記載については、全面的に再検討が必要である。

社会 。経済的な影響としては、流行のピークが異なることから地域差や

業態による差があるものの、全国的に、従業員本人の罹患や家族の罹患等に

より、従業員の最大 40%程度が欠勤することが想定されるとともに、一部
の事業の休止、物資の不足、物流の停滞等が予想 され、経済活動が大幅に縮

小する可能性がある。また、国民生活においては、学校、保育施設等の臨時

休業、集会の自粛等社会活動が縮小するほか、食料品・生活必需品等が不足

するおそれもあり、あらゆる場面で様々な影響が出ることが予想される。

なお、上記の推計については、随時最新の科学的知見を踏まえて見直す



こととするも

【コメント】

今回の改訂がこの見直しのチャンスではないのか。

見直しをしない理由は?第 1番に再検討すべき問題であり、

しをしない場合には

「V-4 行動計画の主要 7項 目 ⑥ワクチン」4段落日 (p23)  .

プレパンデミックワクチンは、新型インフルエンザが発生する前の段階

で、鳥インフルエンザウイルス (H5Nl亜型)を基に製造されるものであり、

H5Nl亜型以外のインフルエンザには有効性がなく、また、新型インフルエ

ンザウイルスがH5Nl亜型であつたとしても、パンデミックワクチンと比較

すると、その有効性は不確かである。しかしながら、パンデミックワクチン

が供給されるまでの間、国民の生命を守り、最低限の生活を維持する観点か

ら、医療従事者や社会機能の維持に関わる者に対し、プレパンデミックワク

チンの接種を行う必要があるため、プレパンデミックワクチン原液の製造・

備蓄を進めることとする。さらに、事前に基礎免疫記憶を賦与しておくこと

論がある。そこで、プレパンデ
.ミ

ックフクチンの安全性、有効性に関する研

究を推進し、それらに基づく事前接種の検討を行う。その結果に応じて、希

6 「VI-0 前段階 未発生期 0-⑥  ワクチン」【接種体制の構築】(p37)

(プレパンデミックワクチン)

・発生時にプレパンデミックワクチンを速やかに接種する体制を構築す

る 6

に対してプレパンデミックワクチンの

>新 型インフルエン 生後における に応 じて行

子うことを基本と づ |

種の実施主体、
‐
集団的な接種の実施基準等、接種の枠組を策定する。

接種体制について、医師会、企業団体等と協議のうえ、具体的なモ

デルを示すなど技術的な支援を行う。



7 「VI-0 前段階 未発生期 0-⑥  ワクチン」【プレパンデミックワクチン
の事前接種】 (p38)

・ プレパンデミックワクチンの有効性 0安全性に関する臨床研究等を実施

し、得られた結果の評価等に基づき、医療従事者及び社会機能の維持に

関わる者に対 し、プレパンデ ミックワクチンを新型インフルエンザの発
｀
  生前に接種することについて検討を行 う。 さらに、安全性等の評価を踏
まえ、プレパンデミックワクチンの接種を段階的に拡大していくことつ

いても検討を行 う。

口事前接種の検討結果を踏まえ、情報提供を行い、希望者に対 して事前接

種を実施するなど適切に対応する。

> プレパンデ ミックワクチンの事前接種を実施する場合には、費用負
担、接種体制、法的位置づけ、接種の実施主体、副反応・副作用に

対する責任等に関する事前準備を実施する。

8 「Ⅵ 0̈ 前段階 未発生期 0-⑥  ワクチン」【ガイドラインには、以下の
内容等について、より具体的に記載する】(p38)

◎ワクチン確保 。供給体制の構築について

○ワクチンの確保

・国内産ワクチンの確保に向けた事前準備について

。輸入ワクチンの確保に向けた事前準備について

○ワクチン流通体制の構築

◎接種体制の構築について

○接種対象者の優先順位及びその選定方法への事前準備

○接種の実施へ向けた事前準備

◎プレパンデミックワクチンの製造、備蓄、接種方法、接種体制について

○プレパンデ ミックワクチンの事前接種について

9.「Ⅵ-1 第一段階 海外発生期 1-⑥ ワクチン」【ワクチン確保。供給体
市J】 (p48)



(プレパンデミックワクチン)

・ 新型インフルエンザ発生後、国家備蓄しているプレパンデミックワク

チンのうち、発生したウイルスに対して有効性が期待できるものにつ

いて、直ちに原液の製剤化を行うよう、ワクチン製造会社に要請する。

(パンデミックワクチン)

・新型インフルエンザウイルス株の特定後、国立感染症研究所に対して、

直ちにワクチン製造株の開発 0作製を行うよう指示する。

ロワクチン製造株および鶏卵等の確保ができ次第、パンデミックワクチ

ンの生産を開始するよう、ワクチン製造会社に要請する。通常のインフル

エンザワクチンの生産時期に当たる場合には、製造ラインを直ちに中断し

て新型インフルエンザワクチンの製造に切り替える等、生産能力を可能な

限り最大限に活用するよう、ワクチン製造会社に要請する。

・ 新型インフルエンザウイルスの遺伝子構造の変異等に伴い、新しい分

離ウイルス株の入手状況に応じてワクチン製造用候補株の見直しを逐

‐次検討し、その結果をワクチン製造会社に指示する。

・ 生産されたワクチンについては、円滑に接種の実1施主体に供給される

よう調整する。

・パンデミックワクチンの承認申請を受けて、迅速かつ適切に審査・承

認を行う。 (厚生労働省)




